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第24号議案

長崎市介護医療院の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準を定め

る条例
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1 長崎市介護医療院の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準を定める条例
案の概要

(1)制定理由

地域包括ケアシステムの強化のための介護保険法等の一部を改正する法律(平成

29年6月2日公布。法律第52号)により介護保険法の一部が改正され、新たな介

護保険施設として平成30年4月1日から介護医療院が創設されることに伴い、介

護医療院の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準を定める必要があるため、

条例を制定するもの。なお、条例で基準を定めるに当たっては、厚生労働省令で定

める基準に従い又は省令で定める基準を参酌して定めるものとされており、この省

令が平成30年1月18日に公布された。

(2)介護医療院の概要

ア介護医療院の定義

介護医療院とは、今後、増加が見込まれる慢性期の医療・介護二ーズへの対応の

ため、「日常的な医学的管理」や「看取り・ターミナル」等の機能と、「生活施設」と

しての機能とを兼ね備えた、新たな介護保険施設として創設される施設であり、都

道府県知事(中核市の長)の許可を受けたものをいう。

機能としては、主として長期にわたり療養が必要である要介護者に対し、療養上

の管理、看護、医学的管理の下における介護及び機能訓練その他必要な医療並びに

日常生活上の世話を行う。

イ背景

平成18年の医療保険制度改革において、医療療養病床と介護療養病床で入院患

者の状況に大きな差が見られなかった(医療の必要性の高い患者と低い患者が同程

度混在)ことから、医療保険と介護保険の役割分担が課題となった。医療保険制度

改革の中で、医療費総額抑制・医療費適正化の議論を受け、患者の状態に応じた療

養病床の介護老人保健施設等への転換促進と介護療養病床の平成 23年度末廃止が

改革の柱として位置づけられ、医療の必要性の高い者は医療療養病床で、介護の必

要性の高い者は介護老人保健施設等で対応することとされた。

平成23年、介護療養病床の介護老人保健施設等への転換が進んでぃない状況を踏

まえ,廃止期限が平成29年度末まで延長された。

、
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平成 29年、高齢化の進展により増加が見込まれる慢性期の医療と介護の二ーズ

を併せ持つ高齢者に対応するため、新たな施設類型として、介護医療院が創設され

た(平成30年4月1日施行)。併せて介護療養病床の廃止期限が平成35年度末まで

延長された。

ウ他の介護保険施設との比較

(ア)介護医療院

性格:長期療養を必要とする要介護者に対し、医学的管理の下における介護、

必要な医療等を提供するとともに日常生活上の世話を行う生活施設

療養室:定員4人以下、1人当たり床面積8.orrt以上(療養病床等からの転換の

場合、大規模改修まで1 人当たり 6.4rr;以上で可)

(イ)介護療養型医療施設

性格:療養病床等を有する病院・診療所であって、長期療養を必要とする要介

護者に対し、医学的管理の下における介護、必要な医療等を提供する施

没

病室:定員4人以下、 1 人当たり床面積6.4rrf以上

(ウ)介護老人保健施設

性格:要介護者にりハビリ等を提供し、在宅復帰を目指す施設

療養室:定員4人以下、1人当たり床面積8.onf以上(療養病床等からの転換の

場合、大規模改修まで1 人当たり 6.4rrf以上で可)

(エ)特別養護老人ホーム

性格:要介護者の日常生活上の世話や健康管理等を行う生活施設

居室:1人当たり 10.価市以上(個室。ただし、サービス提供上必要な場合は2

人、プライバシーに配慮している場合は2人以上4人以下も可。)

オ従うべき基準及,び参酌すべき基準

都道府県(中核市)が上記工の基準を定めるに当たっては、次の事項につぃ,ては、
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工介護医療院の施設、人員、設備及び運営に関する基準

介護医療院の施設、人員、設備及び運営に関する基準は、介護保険法及び厚生労働

省令で定めるもののほか、都道府県(中核市においては中核市)の条例で定める。



厚生労働省令に定める基準に従い定める。

(ア)介護支援専門員及び介護その他の業務に従事する従業者並びにそれらの員数

(イ)介護医療院の運営に関する事項であって、入所する要介護者のサービスの適切

な利用、適切な処遇及び安全の確保並びに秘密の保持に密接に関連するものとし

て厚生労働省令で定めるもの。

その他の事項については、厚生労働省令で定める基準を参酌して定める。

「従うべき基準」

条例の内容を直接的に拘束する、必ず適合しなけれぱならない基準であり、当

該基準に従う範囲内で地域の実情に応じた内容を定める条例は許容されるものの、

異なる内容を定めることは許されないもの。

「参酌すべき基準」

地方自治体が十分参酌した結果としてであれば、地域の実情に応じて、異なる

内容を定めることが許容されるもの。
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(3)長崎市の独自基準

ア 施設サービスの「基本方針」に連携先として「地域包括支援センター」を追加

(理由)地域包括ケアシステムの構築に向けて、地域包括支援センターを中核とし

て.推進しているため、連携先として追加する。

第2条第

31亘

(基本方

針)

介護医療院は、明るく家庭的な雰囲

気を有し、地域や家庭との結び付きを

重視した運営を行い、市町村(特別区

を含む。以下同じ。)、居宅介護支援事

業者(居宅介護支援事業を行う者をい

う。以下同じ。)、居宅サービス事業岩

(居宅サービス事業を行う者をいう。

第44条第2項において同じ。)、他の

介護保険施設その他の保健医療サー

ビス又は福祉サービスを提供する者

との密接な連携に努めなけれぱなら

ない。

厚生労働省令

第44条

第2項

(基本方

針)

第2条第

3 工貢

(基本方

針)

ユニット型介護医療院は、地域や家

庭との結び付きを重視した運営を行

い、市町村、居宅介護支援事業者、居宅

サービス事業者、他の介護保険施設そ

の他の保健医療サービス又は福祉サー

ビスを提供する者との密接な連携に努

めなければならない。

介護医療院は、明るく家庭的な雰囲

気を有し、地域や家庭との結び付きを

重視した運営を行い、本市、地域包掻支

援センター、居宅介護支援事業者(居

条例案

宅介護支援事業を行う者をいう。以下

同じ。)、居宅サービス事業者(居宅サ

ービス事業を行う者をいう。以下同

じ。)、他の介護保険施設その他の保健

医療サービス又は福祉サービスを提供

する者との密接な連携に努めなければ

ならない。

イ 便所にブザー又はこれに代わる設備の設置を義務付け

(理由)入所者の多くが身体的に何らかの障害を持っていることを考慮し、機能を果

たすため、特別養護老人ホームや老人保健施設の基準と同様に「ブザー又は

これに代わる設備」の設置を義務づける。

第45条

第2項

(基本方

針)

第5条第

2項

(厚生労

働省令で

定める施

設)

ユニット型介護医療院は、地域や家

庭との結び付きを重視した運営を行

い、本市、地0包括支援センター、居宅

前項各号に掲げる施設の基準は、次

のとおりとする。

(省略)

厚生労働省令

介護支援事業者、居宅サービス事業者、

他の介護保険施設その他の保健医療サ

ービス又は福祉サービスを提供する者

との密接な連携に努めなけれぱならな

い。

十便所

身体の不自由な者が利用するのに

適したものとすること。 由な者が利用するのに適したものと

すること。

第5条第

2項

(施設)

前項各号に掲げる施設の基準は、次

のとおりとする。

条例案

⑥
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設を設けるとともに、身体の不自

(省略)

ブザー又はこれに代わる



第45条

第2項

(厚生労

働省令で

定める施

設)

前項各号に掲げる施設の基準は、次

のとおりとする。

厚生労働省令

ユニット

便所

療養室ごと又は共同生活室ごとに

適当数設けること。

(省略)

第46条

第2項

(施設)

ウ 施設サービス等での身体的拘束の記録について市への報告を義務付け

(理由)緊急、・やむ得ない場合の伊汐卜三原則(切迫性、非代替性、一時性)の順

守を確認し、必要があれば指導等を行い、身体的拘束の廃止を目指す。

前垣各号に掲げる施設の基準は、法

に定めるもののほか、次のとおりとす

る。

(D ユニット

条例案

第 1 6条

(介護医

療院サー

ビスの取

扱方針)

1 ~4 (省略)

5 介護医療院は、身体的拘束等を行

う場合には、その態様及び時問、その

際の入所者の心身の状況並びに緊急

やむを得ない理由を記録しなければ

ならない。

厚生労働省令

ウ便所

m 療養室ごと又は共同生活室ご

とに適当数設けること。

(イ)

償剛

ブザー又はこれに代わる設

をきけるとともに、身の不自

第47条

{介護医

療院サー

ビスの取

扱方針)

由な者が利用するのに適した

ものとすること。

1 ~6 (省略)

フユニット型介護医療院は、身体的拘

束等を行う場合には、その態様及び

時間、その際の入居者の心身の状況

並びに緊急、やむを得ない理由を記録

しなければならない。

第 1 6条

(介護医

療院サー

ビスの取

扱方針)

1 ~4 (省略)

5 介護医療院は、身体的拘束等を行

う場合には、その態様及び時間、その

際の入所者の心身の状況並びに緊急

やむを得ない理由を記録しなければ

ならない。

条例案

6

第48条

{介護医

療院サー

ビスの取

扱方錦

前項の回厶においては、市に対

し、速やかに同項に規定する記録に

係る内六を報告しなければならな

い。

1 ?・・6 (省略)

フユニット型介護医療院は、身体的拘

束等を行う場合には、その態様及び

時問、その際の入居老の心身の状況

並びに緊急やむを得ない理由を記録

しなければならない。

8
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前項の目合においては、市長に対

し、速やかに同項に規定する記録に

系る内六を報出しなければならな

い。

二



工 感染症及び食中毒の予防及びまん延の防止のための検討委員会の検討結果につい

て、全職員に対して周知

(理由)衛生管理において、感染症及び食中毒の予防及びまん延防止のための対策

検討委員会の開催が義務付けされているが、周知する対象職員について、直

接介護に携わる職員だけでなく、全職員に周知徹底させることを明記する。

第33条

第2項

(衛生管

理等)

介護医療院は、当該介護医療院にお

いて感染症又は食中毒が発生し、又は

まん延しないように、次に掲げる措置

を講じなければならない。

当該介護介護医療院における

感染症又は食中毒の予防及びまん

延の防止のための対策を検討する

委員会をおおむね三月に一回以上

開催するとともに、その結果につ

厚生労働省令
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いて、介護

第33条

第2項

(衛生管

理等)

周知徹底をヌること

「記録の整備」の保存記録項目を一部追加するとともに、保存年限を一部延長

(理由)サービスの質の確保の観点からサービス提供記録や苦情、事故の記録は完

結の日から2年間の保存を義務付けているが、介護報酬過払いが生じた場合

の過誤調整または返還請求の観点から、そのために必要な記録については、

介護サービス費の支払いを受けた日から5年間の保存を義務付けする。

介護医療院は、当該介護医療院にお

いて感染症又は食中毒が発生し、又は

まん延しないように、次に掲げる措置

を講じなければならない。

①当該介護医療院における感染

症及び食中毒の予防及びまん延

の防止のための対策を検討する

委員会をおおむね3月に1回以

上開催するとともに、その結果に

その他の従者に

条例案

第42条

信己録の

整備)

1(省略)

2 介護医療院は、入所者に対する介

護医療院サービスの提供に関する次

に掲げる記録を整備し、その完結の

日から二年間保存しなければならな

い。

厚生労働省令

ついて従者に周知徹底するこ

と。

施設サービス計画

第十二条第四項の規定による居

宅において日常生活を営むことが

できるかどうかについての検討の

内容等の記録

第十三条第二項規定による提

供した具体的なサービスの内容

等の記録

第42条

信己録の

整備)

1(省略)

2 介護医療院は、入所者に対する介

護医療院サービスの提供に関する次

に掲げる記録を整備し、その完結の

日から2年問保存しなければならな

い。

m 施設サービス計画

②第12条第'4項の規定による

居宅において日常生活を営むこ

とができるかどうかについての

検討の内容等の記録

【3)第 1 3 条第 2項の規定による

提供した具体的なサービスの内

容等の記録

条例案

一
二

三



四第十六条第五項の規定による身

体的拘束等の態様及び時間、その

際の入所者の心身の状況並びに緊

急やむを得ない理由の記録

五第二十五条の規定による定市町

村への通知に係る記録

六第三十八条第二項の規定による

苦情の内容等の記録

七第四十条第三項の規定による事

故の状況及び事故に際して採った

処置についての記録

厚生労働省令

④第16条第5項の規定による

身体的拘束等の態様及び時間、そ

の際の入所者の心身の状況並び

に緊急、やむを得ない理由の記録

⑤第25条の規定による市町村

への通知に係る記録

{6}第38条第2項の規定による

苦情の内容等の記録

⑦第40条第3項の規定による

事故の状況及び事故に際して採

条例案

力 暴力団員等を排除する規定を追加

(理由)長崎市暴力団排除条例に基づき、暴力団を利することとならないよう暴

力団を排除するため。また、事業者の許可及び許可取消において、申請者

又は施設の管理者が暴力団員又は暴力団関係者である場合を欠格要件とす

るため。

つた処置についての記録

3 前項の規定によるほか、介護療院

は、施設介護サービスの払を受

厚生労働省令

けた日から5

ービスの受,,ムに系る従者の務

の制に関する記・並びに同1

園及ひ

なければならない。

,、当該施きノ護サ

3■に t、る記録を存し

第43条

(暴力団員

等の判肌鋤

介護療院の弄設者(その者が法

条例案

人であるときは、その没)

者は

1号に定する力団

4

に規定する力団又は力団関系

六

者次項において「力団等」とい

兜

力団排余条 11(、成2

条列第59 =

う。)であってはならない。

2 介護療院は、長崎市力団排余

条例

び管理

ーフー

又は力団等を利することのない

2条

ようにしなければならない。

1 2 条



(4)厚生労働省令と条例案の比較表

項目

第1章趣旨、基本方針等

趣旨

条 項

介護医療院に係る介護保険法(平成九年法律第百二十三号。以下
「法」という。)第百十一条第一項の規定による療養室、診察室、処置室及
び機能訓練室の基準並びに同条第二項の規定による医師及び看護師の
員数の基準は、それぞれ次に定める基準とする。
療養室、診寮室、処置室及び機能訓練室の基準第五条(療養室、診
察室、処置室及び機能訓練室に係る部分に限る。)及び第四十五条(療養
室、診察室、処置室及び機能訓練室に係る部分に限る。)並ぴに附則第二
条、附則第六条及び附則第七条の規定による基準
医飾及び看護師の員数の基準第四条(医師及び看護師の員数に係
る部分に限る。)の規定による基準

^

厚生労働省令

2 介護医療院に係る法第百十一条第四項の厚生労働省令で定める基準
は、次の各号に掲げる基準に応じ、それぞれ当該各号に定める基準とす
る。

法第百十一条第二項の規定により、同条第四項第一号に掲げる事項
について都道府県け也方自治法(昭和二十二年法律第六十七号)第二百
五十二条の十九第一項の指定都市(以下この号及び第六条第二項におい
て「指定都市」という。)及ぴ同法第二百五十二条の二十二第一項の中核
市(以下この号及び第六条第二項において「中核市」という。)にあっては、
指定都市又は中核市。以下この条において同じ。)が条例を定めるに当
たって従うべき基準第四条(医師及ぴ看護師の員数に係る部分を除
<。')、第二十六条(第五十四条において準用する場合を含む。)並ぴに第
五.十二条第二項及び第三項の規定による基準
法第百十一条第三項の規定により、同条第四項第二号に掲げる事項
について都道府県が条例を定めるに当たって従うべき基準第七条第一
項(第五十四条において準用する場合を含む。)、第八条(第五十四条に
おいて準用する場合を含む。)、第十六条第四項から第六項まで、第十八
条(第五十四条において準用する場合を含む。)、第二十一条第七項、第
三十六条(第五十四条において準用する場合を含む。)、第四十条(第五
十四条において準用する場合を含む。)、第四十七条第六項から第八項ま
で並びに第四十八条第八項の規定による基準
法第百十一条第一項から第三項までの規定により、同条第四項各号^

に掲げる事項以外の事項について都道府県が条例を定めるに当たって参
酌すべき基準この省令に定める基準のうち、第一項各号及び前二号に
定める基準以外のもの

、.

項目

第1章趣旨、基本方針等

趣旨

条 項

・厚生労働省令中、網掛けは、従うべき基準、
それ以外は、参酌すべき基準

この条例は、介護保険法(平成9年法律第123号。以下「法」という。)第
11'1条第1項から第3項までの規定に基づき、本市における介護医療院
の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準を定めるものとする。

条例案



項目

基本方針

条

2

項

介護医療院は、長期にわたり療養が必要である者に対し、施設サービス
計画に基づいて、療養上の管理、看護、医学的管理の下における介護及
び機能訓練その他必要な医療並ぴに日常生活上の世話を行うことにより、
その者がその有する能力に応じ自立した日常生活を営むことができるよう
にするものでなけれぱならない。

2 介護医療院は、入所者の意思及び人格を尊重し、常に入所者の立場に
立って介護医療院サービスの提供に努めなけれぱならない。

3

厚生労働省令

定義

介護医療院は、明るく家庭的な雰囲気を有し、地域や家庭との結び付き
を重視した運営を行い、市町村(特別区を含む。以下同じ。)、居宅介護支
援事業者(居宅介護支援事業を行う者をいう。以下同じ。)、居宅サービス
事業者(居宅サービス事業を行う者をいう。第四十四条第二項において同
じ。)、他の介護保険施設その他の保健医療サービス又は福祉サービスを
提供する者との密接な連携に努めなけれぱならない。

CO

3

この省令において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各
号に定めるところによる。
療養床療養室のうち、入所者一人当たりの寝台又はこれに代わる設
備の部分をいう。

1型療養床療養床のうち、主として長期にわたり療養が必要である
者であって、重篤な身体疾患を有する者、身体合併症を有する認知症高
齢者等を入所させるためのものをいう。
Ⅱ型療養床療養床のうち、1型療養床以外のものをいう。^

項目

基本方針

.、.

条

2

項

介護医療院は、長期にわたり療養が必要である者に対し、施設サービス
計画に基づいて、療養上の管理、看護、医学的管理の下における介護及
び機能訓練その他必要な医療並びに日常生活上の世話を行うことにより、
その者がその有する能力に応じ自立した,日常生活を営むことができるよう
にするものでなけれぱならない。

2 介護医療院は、入所者の意思及び人格を尊重し、常に入所者の立場に
立って介護医療院サービスの提供に努めなけれぱならない。

3

定義

介護医療院は、明るく家庭的な雰囲気を有し、地域や家庭との結び付き
を重視した運営を行い、本市、地域包括支援センター、居宅介護支援事業
者(居宅介護支援事業を行う者をいう。以下同じ。)、居宅サービス事業者
(居宅サービス事業を行う者をいう。以下同じ。)、他の介護保険施設その
他の保健医療サービス又は福祉サービスを提供する者との密接な連携に
努めなけれぱならない。

条例案

3 この条例における用語の意義は、次項に定めるもののほか法の定めると
ころによる。

2 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定める
ところによる。

a)療養床療養室のうち、入所者1人当たりの寝台又はこれに代わる
設備の部分をいう。
② 1型療養床療養床のうち、主として長期にわたり療養が必要である
者であって、重篤な身体疾患を有する者、身体合併症を有する認知症高
齢者等を入所させるためのものをいう。
③Ⅱ型療養床療養床のうち、1型療養床以外のものをいう。



項目

第2章人員に関する基準

従業者の、
員数

条 項

4 二法第百,十一・条第二項の規定により介護区療院に置くぺき医師、二看護師、11
介護支援専門員及ぴ介護その他の業務に従事する従業署φ員数ばt次ト
のとおりとするii、、'ー_'に、・'、ニ_、、'、'_'・ι、_. 11'、 1、・11,1Et、・f二_"、'・
¥,医師卜常勤極算方法で、i介護医療院の天所者のうち王型疫養床の利!._
用者く以下この項及び第六項においで,「11ミ型火所者」古いう譚の数を四十'
八で除した数1こイ介護医療院の入所者φらぢ丘、型療養床の利用者(以下こ
φ項及ぴ第六項において「'Ⅱ型入所者」という。〕、φ数を百で除じだ数を加,'
えて得た数以上(その数が三に満たない乞き'三としξそ力)数にーに満だ
ない端数,が生じたときは'その端数は7として計算するか)、(第三・十七条第
三項の規定仁より介護医療院に宿直を行う医師を置か云い場合にあうて
は、欠所者φ薮を百で除じだ姦以でE(是の数匡井に蒲だな゛端数永生じた
ときはイその端数は三一とじて乱算する§)と蚕る;0'.1' 1、'・'イt二ゞ'、"、1'
二薬剤師t常勤換算方法1でご工型,ξ所者φ敷を百五十で除した数に、,Ⅱ

三1看護師又ほ涯看護師(ゞ十¥条及往第五十三条仁おレXE「看護職員三1看護師又ほ涯看護師(ゞ十¥条及往第五十三条仁おレXE「看護職員」
どいう6f常勤換算方怯でξ介護医療院の区所者の数を天で除Lだ数以
ー.r -

四、介護職員ξ常勤換算方法で、1型入所者の数を五で除した数に、Ⅱ型
入所著の数を六で除した数を加え太得だ数以上"ー、'ニ、・ヰ'ト"
_、 J" 3' J".、.、^旦口:^,'、.「.
テご適当数!.・フニ、,ー、、.ー,が1'1'、..七戸"f ゞサ_、、、";'.1二 1・.1 ξ"じf11 y>、
六栄養土入所定員百以上の介護医療院にあって1ま、一以上"
七禿護支援専門員一以上(入所者の数が百又はその端数を増すtと
にーを標準とする') 1"'、、、"1、、、'、
診療放射線技師、.介護医療院の実情に応じた適当数____八

調理員、事務負その他の従業者介護医療院の実情に応じた適当数九

f

厚生労働省令

、

2

項目

第2章人員に関する基準

従業者の
員数

3

条

第1項の常勤換算方法は、当該介護医療院の従業者のそれぞれの勤務
延時問数の総数を当該介護医療院において常勤の従業者が勤務すべき
時間数で除することにより常勤の従業者の員数に換算する方法をいう。

ご第÷項の常勤換算方法は又・当該介護医療院の従業煮のそれぞれの勤
務延時間薮の総数を当該介護医療院においで常勤φ徒業者が勤務す、痔
き時間数で除するごと!辻より常勤φ従業者の員数に換算篭る方法をい沈

項

4

,

4

介護医療院に置くべき従業者の員数は、法に定めるもののほか、次のと
おりとする。
m 薬剤師常勤換算方法で、介護医療院の入所者のうち1型療養床
の利用者(以下「1型入所者」という。)の数を150で除した数に、介護医
療院の入所者のうちⅡ型療養床の利用者(以下[Ⅱ型.入所者」という。)の
数を300で除した数を加えて得た数以上
②看護師又は准看護師(以下「看護職員」という。)常勤換算方法で、
介護医療院の入所者の数を6で除した数以上
③介護職員常勤換算方法で、1型入所者の数を5で除した数に、Ⅱ
型入所者の数を6で除した数を加えて得た数以上
④理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士介護医療院の実情に応
じた適当数
⑤栄養士入所定員100以上の介護医療院にあっては、1以上
⑥介護支援専門員 1以上(入所者の数が100又はその端数を増すご
とに1を標準とする。)
⑦診療放射線技師介護医療院の実情に応じた適当数
⑧調理員、事務員その他の従業者介護医療院の実情に応じた適当
数

1・介護医療院の従業者は;専ら当該介護医療院の職務に従事ずる者でな二

住規定する斗.孟ツ慕型介護医療院をい焚以下仁の項iミおLSで同ご')を除・"住規定する斗孟ツ慕型介護医療院をい焚以下仁の項iミおLSで同ごDを除・"
<'以下ミの項1三おいて同じ詞仁ユエッド型介護医療院ぎ係設する1晶合め
j;護医療院及ぴユニット型禿護医療院の介護職員を除きt沃所者の処遇・
j;こ支障力くない場合f手ぼ、、ミセ)限り:でない;ニ、、t三工:Tt-t、・"_゛、・'{'メ1.乞、、、

4 介護医療院の従業者は、専ら当該介護医療院の職務に従事する者でな
けれぱならない。ただし、介護医療院(ユニット型介護医療院(第44条に規
定するユニット型介護医療院をいう。以下この項において同じ。)を除く。以
下この項において同じ。)にユニット型介護医療院を併設する場合の介護
医療院及びユニット型介護医療院の介護職員を除き、入所者の処遇に支
障がない場合には、この限りでない。

、

条例案

ー^^^ i 上 X七ゞι_ニ、 」、^^

2 前項の入所者の数は、前年度の平均値とする。ただし、新規に許可を受
ける場合は、推定数による。
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項目 条 項

5
'ーー"'ユ、,.ー'ーー、'ーー.、●一气一、

護医療院の他の点霧に従事するミとができる玉のと唆一介護立龝専閃亘が
あうて、当該医療機関併設型罪護医擾院φ添所者阿処遇唖支障カミない堤
合にほ、当該医療機関併設型介護医療競に跳艇ぎ冗る病脱文ば冨療所1
の職務に従事するFどができるる{*;,'武・t゛き゛,ンδ犬・サ'、f'・、、g・支、'・王,、・

6 第一項第=号の規定1二かかわら,1'医療機閉併設型介護医療院(病院

院をいう。次頂及び第四玉軍条第二重第四号!ξお工St伺宴諭φ医師φ員1

'Ⅱ型入所者φ数を百了ミ除U五:叡ぎ加Xで得だ籔以逗匠,{るミ諸群弓謁1,11;・、、・,
ニー'.: J.」■.'.L',゛゛ー'、'ー'゛ー.丁一一乢゛゛^'づ〒一ー"一丁..'ー._直.'

厚生労働省令

7
,甲二ー"■"、1-'遷.1ーノー゛ー、、.ー゛ー.ーー.■'.^、ーー

うち、入所定員が十九入以工の宣φを、濁臣以下毛でΣ項及遂第五条等二項

<!ま言語聴覚1ビ又ば介護支擾専門具φ澄叛匝基準i'ミ茨の、おりど或る6
'量齢'莱剤師戈ば理学療法玉丁作条擦稔圧若啄ば言語聴覚匡ミ併霞
される医療機関が病院の場合にあづ文1蕃当該病院a)医師§藁剤師叉は理'
学療法土ゴ作業療法土若eくは膏語聴覚土伐太リき併設ざ狗る医療擾関が
診療所φ場合にあっては当該きダ療所φ底師仁ま0当該併誕型小規模外三
護医療院のス所者φ処遇が適切に行ガれると認盲られる七割すゞ置かな、
し、_^力tマ1Lき,.'る,と:・ヤ'、.・『一'_'":"、' L : t'L_.゛¥、、、1'"'、、_J .'!',・'・1:イ・,',.fき、,三乙子一

ーーーJJ ^^^■、■^ー^一【■一^

=介護支擾専問員、当該併設型小規模介護医療院め実悟1之応じだ適当

ー".、"

■^

Z ^ー

':三一

第3章施設及ぴ設備に閲する基準

、,,゛';←

厚生労働
省令で定
める施設

第3章施設及び設備に関する基準
施設

項目

5 5 介護医療院は、法に定めるもののほか、次に掲げる施設を有しなけれぱ
ならない。
a)談話室
②食堂
(3)浴室'
(4)レクリエーション・ルーム
⑤洗面所
⑥便所
{フ}サービス・ステーション
⑧調理室
⑨洗濯室又は洗濯場
⑩汚物処理室

条

介護医療院は、次に掲げる施設を有しなけれぱならない。
療養室
診察室
処置室
機能訓練室
談話室
食堂
浴室
レクリエーション・ルーム
洗面所
便所
十ーサービス・ステーション
十二調理室
十三洗濯室又は洗濯場
十四汚物処理室

項

゛

5

ー.ニ

介護医療院の介護支援専門員は、専らその職務に従事する常勤の者で
なけれぱならない。ただし、入所者の処遇に支障がない場合には、当該介
護医療院の他の職務に従事することができるものとし、介護支援専門員が
医療機関併設型介護医療院(病院又は診療所に併設され、入所者の療養
生活の支援を目的とする介護医療院をいう。以下同じ。)の職務に従事す
る場合であって、当該医療機関併設型介護医療院の入所者の処遇に支障
がない場合には、当該医療機関併設型介護医療院に併設される病院又は
診療所の職務に従事することができる。

条例案

6 第1項第1号、第3号、第4号及び第6号の規定にかかわらず、併設型小
規模介護医療院(医療機閲併設型介護医療院のうち、入所定員が19人
以下のものをいう。以下同じ。)の薬剤師、介護職員、理学療法士、作業療
法士若しくは言語聴覚士又は介護支援専門員の員数の基準は、次のとお
りとする。
Ⅷ薬剤師又は理学療法士、作業療法士若しくは言語聴覚士併設され
る医療機関が病院の場合にあっては当該病院の医師、薬剤師又は理学療
法土、作業療法士若しくほ言語聴覚士により、併設される医療機関が診療
所の場合にあっては当該診療所の医師により当該併設型小規模介護医
療院の入所者の処遇が適切に行われると認められるときは、置かないこと
ができること。
②介護職員常勤換算方法で、当該併設型小規模介護医療院の入所
者の数を6で除Lた数以上
③介護支援専門員当該併設型小規模介護医療院の実情に応じた適
当数

一
」



項目 ^ 項

2 前項各号に掲げる施設の基準は、次のとおりとする。
療養室
イーの療養室の定員は、四人以下とすること。
口入所者一人当たりの床面積は、八平方メートル以上とする二と。
ハ地階に設けてはならないこと。
一以上の出入口は、避難上有効な空地、廊下又は広問に直接面して

設けること。
ホ入所者のプライバシーの確保に配庫した療養床を備えること。
へ入所者の身の回り品を保管することができる設備を備えること。
トナース・コールを設けること。
砂察室
イ診察室は、次に掲げる施設を有すること。
Π)医師が診察を行う施設
②熔喪、血液、尿、糞便等について通常行われる臨床検査を行うこと
ができる施設(以下この号及ぴ第四十五条第二項第二号において「臨床検
査施設」という。)
③調剤を行う施設
イの規定にかかわらず、臨床検査施設は、人体から排出され、又は

採取された検体の微生物学的検査、血清学的検査、血液学的検査、病理
学的検査、寄生虫学的検査及び生化学的検査(以下「検体検査」という。)
の業務を委託する場合にあっては、当該検体検査に係る設備を設けない
ことができる。
処置室
イ処置室は、次に掲げる施設を有すること。
m 入所者に対する処置が適切に行われる広さを有する施設
②診察の用に供するエックス線装置(定格出力の管電圧6皮高値とす
る。)が十キロボルト以上であり、かつ、その有する工才、ルギーがーメガ電
子ボルト未満のものに限る。第四十玉条第二項第三号イにおいて「エック
ス線装置」という。)
ロイに規定する施設にあっては、前号イに規定する施設と兼用すること
ができる。
四機能訓練室
内法による測定で四十平方メートル以上の面積を有し、必要な器械及び
器具を備える二と。ただし、併設型小規模介護医療院にあっては、機能訓
練を行うために十分な広さを有し、必要な器械及び器具を備えること。
五談話室

入所者同士や入所者とその家族が談話を楽しめる広さを有すること。
食堂
^

ノ、

内法による測定で、入所者一人当たり一平方メートル以上の面積を有す
ること。
七浴室

身体の不自由な者が入浴するのに適したものとすること。イ

一般浴槽のほか、入浴に介助を必要とする者の入浴に適した特別浴口

槽を設けること。
ハレクリエーション・ルーム

レクリエーシヨンを行うために十分な広さを有し、必要な設備を備えるこ
と。

、

厚生労働省令 項目 条 項

2 前項各号に掲げる施設の基準は、次のとおりとする。
m 談話室入所者同士や入所者とその家族が談話を楽しめる広さを有
すること。

②食堂内法による測定で、入所者1人当たり1平方メートル以上の面
積を有すること。
③浴室

ア身体の不自由な者が入浴するのに適したものとすること。
イー般浴槽のほか、入浴に介助を必要とする者の入浴に適した特別
浴槽を設けること。
叫}レクリエーション・ルームレクリエーションを行うために十分な広さを
有し、必要な設備を備えること。

条例案

、



項目 条 項

;面所
身体の不自由な者が利用するのに適したものとすること。
十便所
身体の不自由な者が利用するのに適したものとすること。

構造設備
の基準

3 第一項各号に掲げる施設は、専ら当該介護医療院の用に供するもので
なけれぱならない。ただし、入所者の処遇に支障がない場合には、この限
りでない。

6

厚生労働省令

介護医療院の構造設備の基準は、次のとおりとする。
介護医療院の建物(入所者の療養生活のために使用しない附属の建
物を除く。以下同じ。)は、耐火建築物(建築基準法(昭和二十玉年法律第
二百一号)第二条第九号の二に規定する耐火建築物をいう。以下この条
及ぴ第四十五条において同じ。)とすること。ただし、次のいずれかの要件
を満たす二階建て又は平屋建ての介護医療院の建物にあっては、準耐火
建築物(建築基準法第二条第九号の三に規定する準耐火建築物をいう。
以下この条及び第四十五条において同じ。)とすることができる。
療養室その他の入所者の療養生活に充てられる施設(以下この項及

ぴ第四十五条第四項において「療養室等」という。)を二階及び地階のいず
れにも設けていないこと。
療養室等を二階又は地階に設けている場合であって、次に掲げる要

件の全てを満たすこと。
Π)当該介護医療院の所在地を管轄する消防長(消防本部を設置しな
い市町村にあっては、市町村長。第四十五条第四項において同じ。)又は
消防署長と相談の上、第三十二条の規定による計画に入所者の円滑かつ
迅速な避難を確保するために必要な事項を定めること。
②第三十二条の規定による訓練については、同条の計画に従い、昼
間及び夜問において行うこと。
B)火災時における避難、消火等の協力を得ることができるよう、地域
住民等との連携体制を整備すること。
療養室等が二階以上の階にある場合は、屋内の直通階段及びエレ
ベーターをそれぞれ一以上設けること。
療養室等が三階以上の階にある場合は、避難に支障がないように避
難階段を二以上設けること。ただし、前号の直通階段を建築基準法施行令
(昭和二十五年政令第三百三十八号)第百二十三条第一項の規定による
避難階段としての構造とする場合は、その直通階段の数を避難階段の数
に算入することができる。

項目 条

乞

項

⑤ 洗面所身体の不自由な者が利用するのに適したものとすること。
便所ブザー又はこれに代わる設備を設けるとともに、身体の不百⑥

由な者が利用するのに適したものとすること。

構造設備
の基準

3 第1項各号に掲げる施設は、専ら当該介護医療院の用に供するものでな
けれぱならない。ただし、入所者の処遇に支障がない場合には、この限り
でない。

6

条例案

介護医療院の構造設備の基準は、次のとおりとする。
a)介護医療院の建物(入所者の療養生活のために使用しない附属の
建物を除く。以下同じ。)は、耐火建築物(建築基準法(昭和25年法律第2
01号)第2条第9号の2に規定する耐火建築物をいう。以下同じ。)とする
こと。ただし、次のいずれかの要件を満たす2階建て又は平屋建ての介護
医療院の建物にあっては、準耐火建築物(建築基準法第2条第9号の3に
規定する準耐火建築物をいう。以下同じ。)とすることができる。
ア療養室その他の入所者の療養生活に充てられる施設(以下「療養室
等」という。)を2階及ぴ地階のいずれにも設けていないこと。
イ療養室等を2階又は地階に設けている場合であって、次に掲げる要
件の全てを満たすこと。
(ア)当該介護医療院の所在地を管轄する消防長又は消防署長と相
談の上、第32条の規定による計画に入所者の円滑かつ迅速な避難を確
保するために必要な事項を定めること。
(イ)第32条の規定による訓練については、同条の計画に従い、昼間
及び夜間において行うこと。
(ウ)火災時における避難、消火等の協力を得ることができるよう、地
域住民等との連携体制を整備すること。
②療養室等が2階以上の階にある場合は、屋内の直通階段及びエレ
ベーターをそれぞれ1以上設けること。
③療養室等が3階以上の階にある場合は、避難に支障がないように避
難階段を2以上設けること。ただし、前号の直通階段を建築基準法施行令
(昭和25年政令第338号)第123条第1項の規定による避難階段として
の構造とする場合は、その直通階段の数を避難階,段の数に算入すること
ができる。

P



項目 女、 項

四診察の用に供する電気、光線、熱、蒸気又はガスに関する構造設備に
ついては、危害防止上必要な方法を講ずる二ととし、放射線に関する構造
設備については、医療法施行規則(昭和二十三年厚生省令第五十号)第
三十条、第三十条の四、第三十条の十三、第三十条の十四、第三十条の
十六、第三十条の十七、第三十条の十ノK第一項第四号から第六号まで
を除く。)、第三十条の十九、第三十条の二+第二項、第三十条の二十
、第三十条の二十二、第三十条の二十三第一項、第三十条の二十五、
第三十条の二十六第三項から第玉項まで及ぴ第三十条の二十七の規定
を準用する。この場合において、同令第三十条の十八第一項中「いずれか
及ぴ第四号から第六号までに掲げる措置」とあるのは、「いずれか」と読み
替えるものとする。
階段には、手すりを設けること。
六廊下の構造は、次のとおりとすること。
イ幅は、ー・ハメートル以上とする区と。ただし、中廊下の幅は、ニ・七
メートル以上とすること。
口手すりを設けること。
ハ常夜灯を設けること。
入所者に対する介護医療院サービスの提供を適切に行うために必要

な設備を備えること。
八消火設備その他の非常災害に際して必要な設備を設けること

厚生労働省令

ー、

2 前項第一号の規定にかかわらず、都道府県知事(指定都市及び中核市
にあっては、指定都市又は中核市の市長。第四十五条第五項において同
じ。)が、火災予防、消火活動等に関し専門的知識を有ずる者の意見を聴
いて、次の各号のいずれかの要件を満たす木造かつ平屋建ての介護医療
院の建物であって、火災に係る入所者の安全性が確保されていると認め
たときは、耐火建築物又は準耐火建築物とすることを要しない。
スプリンクラー設備の設置、天井等の内装材等への莞燃性の材料の
使用、調理室等火災が発生するおそれがある箇所における防火区画の設
置等により、初期消火及び延焼の抑制に配慮した構造であること。
非常警報設備の設置等による火災の早期発見及び通報の体制が整
備されており、円滑な消火活動が可能なものであること。
避難口の増設、搬送を容易に行うために十分な幅員を有する避難路^

の確保等により、円滑な避難が可能な構造であり、かつ、避難訓練を頻繁
に実施すること、配置人員を増員すること等により、火災の際の円滑な避
難が可能なものであること。

項目 条 項

④診察の用に供する電気、光線、熱、蒸気又はガスに関する構造設備に
ついては、危害防止上必要な方法を講ずることとし、放射線に関する構造
設備については、医療法施行規卿K昭和23年厚生省令第50号)第30
条、第30条の4、第30条の13、第30条の14、第30条の16、第30条の
17、第30条の18(第1項第4号から第6号までを除く。)、第30条の19、
第30条の20第2項、第30条の21、第30条の22、第30条の23第1項、
第30条の25、第30条の26第3項から第5項まで及ぴ第30条の27の規
定を準用する。この場合において、同令第30条の18第1項中「いずれか
及び第4号から第6号までに掲げる措置」とあるのは「いずれか」と読み替
えるものとする。
⑤階段には、手すりを設けること。
⑥廊下の構造は、次のとおりとすること。
ア幅は、18メートル以上とすること。ただし、中廊下の幅は、2フメート
ル以上とすること。
イ手すりを設けること。
ウ常夜灯を設けること。
伊)入所者に対する介護医療院サービスの提供を適切に行うために必要
な設備を備えること。
⑧消火設備その他の非常災害に際して必要な設備を設けること。

条例案

2 前項第1号の規定にかかわらず、市長が、火災予防、消火活動等に関し
専門的知識を有する者の意見を聴いて、次の各号のいずれかの要件を満
たす木造かつ平屋建ての介護医療院の建物であって、火災に係る入所者
の安全性が確保されていると認めたときは、耐火建築物又は準耐火建築
物とすることを要しない。
Π)スプリンクラー設備の設置、天井等の内装材等への難燃性の材料の
使用、調理室等火災が発生するおそれがある箇所における防火区画の設
置等により、初期消火及ぴ延焼の抑制に配慮した構造であること。
②非常警報設備の設置等による火災の早期発見及び通報の体制が整
備されており、円滑な消火活動が可能なものであること。
③避難口の増設、搬送を容易に行うために十分な幅員を有する避難路
の確保等により、円滑な避難が可能な構造であり、かつ、避難訓練を頻繁
に実施すること、配置人員を増員すること等により、火災の際の円滑な避
難が可能なものであること。



項目

第4章運営に関する基準

内容及び
手続の説
明及ぴ同

条

忌

項

7 介護医療院は、介護医療院サービスの提供の開始に際L、あらかじめ、
入所申込者又はその家・族に対し、第二十九条に規定する運営規程の概
要、従業者の勤務の体制その他の入所申込者のサ、ピスの選択に資する
と認められる重要事項を記した文婁を交付して説明を行い、当該提供の開
始にっいて入所申込者の同意を得なけれぱならない。

2 介護医療院は、入所申込者又はその家族からの申出があった場合に
は、前項の規定による文書の交付に代えて、第五項で定めるところにより、
当該入所申込者又はその家族の承諾を得て、当該文害に記すべき重要事
項を電子情報処理組織を使用する方法その他の情報通信の技術を利用
する方法であって次に掲げるもの(以下この条において「電磁的方法」とい
う。)により提供することができる。この場合において、当該介護医療院は、
当該文書を交付したものとみなす。
電子情報処理組織を使用する方法のうちイ又は口に掲げるもの
イ介護医療院の使用に係る電子計算機と入所申込者又はその家族の
使用に係る電子計算機とを接続する電気通信回線を通じて送信し、受信
者の使用に係る電子計算機に備えられたファイルに記録する方法
口介護医療院の使用に係る電子計算機に備えられたファイルに記録さ
れた前項に規定する重要事項を電気通信回線を通じて入所申込者又はそ
の家族の閲覧に供し、当該入所申込者又はその家族の使用に係る電子計
算機に備えられたファイルに当該重要事項を記録する方法(電磁的方法に
よる提供を受ける旨の承諾又は受けない旨の申出をする場合にあっては、
介護医療院の使用に係る電子計算機に備えられたファイルにその旨を記
録する方法)

磁気ディスク、シー・ディー・ロムその他これらに準ずる方法により一定^

の事項を確実に記録しておくことができる物をもって調製するファイルに前
項に規定する重要事項を記録したものを交付する方法

厚生労働省令

介護医療院は、第2項の規定により第1項に規定する重要事項を提供し
ようとするときは、あらかじめ、当該入所申込者又はその家族に対し、その
用いる次に掲げる電磁的方法の種類及び内容を示し、文告又は電磁的方
法による承諾を得なけれぱならない。
m 第2項各号に掲げる方法のうち介護医療院が使用するもの
②ファイルへの記録の方式

項目

第4章運営に関する基準

3

内容及び
手続の説
明及び同

前項各号に掲げる方法は、入所申込者又はその家族がファイルへの記
録を出力することによる文告を作成することができるものでなけれぱならな
い。

条

恩

4

項

第二項第一号の「電子情報処理組織」とは、介護医療院の使用に係る電
子計算機と、入所申込者又はその家族の使用に係る電子計算機とを電気
通信回線で接続した電子情報処理組織をいう。

7

5

介護医療院は、介護医療院サービスの提供の開始に際し、あらかじめ、
入所申込者又はその家族に対し、第29条に規定する運営規程の概要、従
業者の勤務の体制その他の入所申込者のサービスの選択に資すると認
められる重要事項を記した文害を交付して説明を行い、当該提供の開始
について入所申込者の同意を得なけれぱならない。

介護医療院は、第二項の規定により第一項に規定する重要事項を提供
しようとするときは、あらかじめ、当該入所申込者又はその家旋に対し、そ
の用いる次に掲げる電磁的方法の種類及び内容を示し、文喜又は電磁的
方法による承諾を得なけれぱならない。
第二項各号に掲げる方法のうち介護医療院が使用するもの
ファイルへの記録の方式

2 介護医療院は、入所申込者又はその家族からの申出があった場合に
は、前項の規定による文書の交付に代えて、第5項で定めるところにより、
当該入所申込者又はその家族の承諾を得て、当該文書に記すべき重要事
項を電子情報処理組織を使用する方法その他の情報通信の技術を利用
する方法であって次に掲げるもの(以下「電磁的方法」という。)により提供
することができる。この場合において、当該介護医療院は、当該文書を交
付したものとみなす。
a)電子情報処理組織を使用する方法のうちア又はイに掲げるもの
ア介護医療院の使用に係る電子計算機と入所申込者又はその家族
の使用に係る電子計算機とを接続する電気通信回線を通じて送信し、受
信者の使用に係る電子計算機に備えられたファイルに記録する方法
イ介護医療院の使用に係る電子計算機に備えられたファイルに記録
された前項に規定する重要事項を電気通信回線を通じて入所申込者又は
その家族の閲覧に供し、当該入所申込者又はその家族の使用に係る電子
計算機に備えられたファイルに当該重要事項を記録する方法(電磁的方法
による提供を受ける旨の承諾又は受けない旨の申出をする場合にあって
は、介護医療院の使用に係る電子計算機に備えられたファイルにその旨
を記録する方法)

②磁気ディスク、シー・ディー・ロムその他これらに準ずる方法により一定
の事項を確実に記録しておくことができる物をもって調製するファイルに前
項に規定する重要事項を記録したものを交付する方法

条例案

3 前項各号に掲げる方法は、入所申込者又はその家族がファイルへの記
録を出力することによる文書を作成する石とができるものでなけれぱならな
い。

4 第2項第1号の「電子情報処理組織」とは、介護医療院の使用に係る電
子計算機と、入所申込者又はその家族の使用に係る電子計算機とを電気
通信回線で接続した電子情報処理組織をいう。

5

.
一



項目 条 項

6

提供拒否・
め禁止・

前項の規定による承諾を得た介護医療院は、当該入所申込者又はその
家族から文害又は電磁的方法により電磁的方法による提供を受けない旨
の申出があったときは、当該入所申込者又はその家族に対し、第一項に
規定する重要事項の提供を電磁的方法によってしてはならない。ただし、
当該入所申込者又はその家族が再ぴ前項の規定による承諾をした場合
は、この限りでない。

サーヒス

提供困難
時の対応

、、';:、、.、ーーーーー乢一..、"ー^J-,^^ T ^.,..ーー,.、゛ー'ー、、'、.、、.、ーー乢一..、「^ー^J-,^.^^.,..ーー,●、゛ー'ー

9

受給資格
等の確認

厚生労働省令

介護医療院は、入所申込者の病状等を勘案し、入所申込者に対し自ら
必要なサービスを提供することが困難であると認めた場合は、適切な病院
又は診療所を紹介する等の適切な措置を速やかに講じなけれぱならな
い。

10

^^^

2

介護医療院は、介護医療院サービスの提供を求められた場合には、そ
の者の提示する被保険者証によって、被保険者資格、要介護認定の有無
及び要介護認定の有効期問を確かめるものとする。

要介護認
定の申請
に係る援

2 介護医療院は、前項の被保険者証に法第七十三条第二項に規定する認
定審査会意見が記載されているときは、当該認定審査会意見に配慮して、
介護医療院サービスを提供するように努めなけれぱならない。

介護医療院は、要介護認定の更新の申請が遅くとも当該入所者が受け
てし.、る要介護認定の有効期間の満了日の30日前には行われるよう必要
な援助を行わなけれぱならない。

゛

11

ー^、_、一【一

項目

介護医療院は、入所の際に要介護認定を受けていない入所申込者につ
いては、要介護認定の申請が既に行われているかどぅかを確認し、当該申
請が行われていない場合は、入所申込者の意思を踏まえて速やかに当該
申請が行われるよう必要な援助を行わなけれぱならない。

-J 、 1-

条

」^_ー
^■▲^
τ一■" J、

2

、

項

介護医療院は、要介護認定の更新の申請が遅くとも当該入所者が受け
ている要介護認定の有効期間の満了日の三十日前には行われるよう必要
な援助を行わなけれぱならない。

ー゛.+^

6

提供拒否
の禁止

前項の規定による承諾を得た介護医療院は、当該入所申込者又はその
家族から文書又は電磁的方法により電磁的方法による提供を受けない旨
の申出があったときは、当該入所申込者又はその家族に対し、第1項に規
定する重要事項の提供を電磁的方法によってしてはならない。ただし、当
該入所申込者又はその家族が再び前項の規定による承諾をした場合は、
この限りでない。

サービス
提供困難
時の対応

8 介護医療院は、正当な理由がなく介護医療院サービスの提供を拒んで
はならない。

9

受給資格
等の確認

条例案

介護医療院は、入所申込者の病状等を勘案し、入所申込者に対し自ら
必要なサービスを提供することが困難であると認めた場合は、適切な病院
又は診療所を紹介する等の適切な措置を速やかに講じなけれぱならな
い。

10 介護医療院は、介護医療院サービスの提供を求められた場合には、そ
の者の提示する被保険者証によって、被保険者資格、要介護認定の有無
及び要介護認定の有効期間を確かめるものとする。

要介護認
定の申請
に係る援

2 介護医療院は、前項の被保険者証に法第73条第2項に規定する認定審
査会意見が記載されているときは、当該認定審査会意見に配慮して、介護
医療院サーピスを提供するように努めなけれぱならない。

11 介護医療院は、入所の際に要介護認定を受けていない入所申込者につ
いては、要介護認定の申請が既に行われているかどうかを確認し、当該申
請が行われていない場合は、入所申込者の意思を踏まえて速やかに当該
申請が行われるよう必要な援助を行わなけれぱならない。

8
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項目

入退所

条

12

項

介護医療院は、その心身の状況、病状、その置かれている環境等に照ら
し療養上の管理、看護、医学的管理の下における介護及び機能訓練その
他医療等が必要であると認められる者を対象に、介護医療院サービスを
提供するものとする。

2 介護医療院は、入所申込者の数が入所定員から入所者の数を差し引い
た数を超えている場合には、長期にわたる療養及び医学的管理の下にお
ける介護の必要性を勘案し、介護医療院サービスを受ける必要性が高い
と認められる入所申込者を優先的に入所させるよう努めなけれぱならな
い。

厚生労働省令

3 介護医療院は、入所申込者の入所に際しては、その者に係る居宅介護
支援事業者に対する照会等により、、その者の心身の状況、生活歴、病歴、
指定居宅サーピス等(法第八条第二十四項に規定する指定居宅サーピス
等をいう。第二十八条において同じ。)の利用状況等の把握に努めなけれ
ぱならない。

4 介護医療院は、入所者の心身の状況、病状、その置かれている環境等
に照らし、その者が居宅において日常生活を営むことができるかどうかに
ついて定期的に検討し、その内容等を記録しなけれぱならない。

5 前項の検討に当たっては、医師、薬剤師、看護職員、介護職員、介護支
援専門員等の従業者の問で協議しなけれぱならない。

項目

入退所

サービス
の提供の
記録

6 介護医療院は、入所者の退所に際しては、入所者又はその家族に対し、
適切な指導を行うとともに、居宅サーピス計画の作成等の援助に資するた
め、居宅介護支援事業者に対する情報の提供に努めるほか、退所後の主
治の医師に対する情報の提供その他保健医療サービス又は福祉サービ
スを提供する者との密接な連携に努めなけれぱならない。

条

12

項

13

介護医療院は、その心身の状況、病状、その置かれている環境等に照ら
し療養上の管理、看護、医学的管理の下における介護及び機能訓練その
他医療等が必要であると認められる者を対象に、介護医療院サービスを
提供するものとする。

介護医療院は、入所に際しては入所の年月日並びに入所している介護
保険施設の種類及ぴ名称を、退所に際しては退所の年月日を、入所者の
被保険者証に記載しなけれぱならなし又

2 介護医療院は、介護医療院サービスを提供した際には、提供した具体的
なサービスの内容等を記録しなけれぱならない。

2 介護医療院は、入所申込者の数が入所定員から入所者の数を差し引い
た数を超えている場合には、長期にわたる療養及び医学的管理の下にお
ける介護の必要性を勘業し、介護医療院サービスを受ける必要性が高い
と認められる入所申込者を優先的に入所させるよう努めなけれぱならな
い。

条例案

3 介護医療院は、入所申込者の入所に際しては、その者に係る居宅介護
支援事業者に対する照会等により、その者の心身の状況、生活歴、病歴、
指定居宅サービス等(法第8条第24項に規定する指定居宅サービス等を
いう。以下同じ。)の利用状況等の把握に努めなけれぱならない。

4 介護医療院は、入所者の心身の状況、病状、その置かれている環境等
に照らし、その者が居宅において日常生活を営むことができるかどうかに
ついて定期的に検討し、その内容等を記録しなければならない。

5 前項の検討に当たっては、医師、藁剤師、看護職員、介護職員、介護支
援専門員等の従業者の問で塊議しなけれぱならない。

サービス
の提供の
記録

6 介護医療院は、入所者の退所に際しては、入所者又はその家族に対し、
適切な指導を行うとともに、居宅サービス計画の作成等の擾助に資するた
め、居宅介護支援事業者に対する情報の提供に努めるほか、退所後の主
治の医師に対する情報の提供その他保健医療サービス又は福祉サービ
スを提供する者との密接な連携に勢めなけれぱならない。

13 介護医療院は、入所に際しては入所の年月日並びに入所している介護
保険施設の種類及び名称を、退所に際しては退所の年月日を、入所者の
被保険者証に記載しなけれぱならない。

2 介護医療院は、介護医療院サービスを提供した際には、提供した具体的
なサービスの内容等を記録しなけれぱならない。



項目

利用料等
の受領

条,

14

項

介護医療院は、法定代理受領サービス(法第四十八条第四項の規定に
より施設介護サービス費(同条第一項に規定する施設介護サービス費をい
う。以下この項及び第四十六条第一項において同じ。)が入所者に代わり
当該介護医療院に支払われる場合の当該施設介護サーピス費に係る介
護医療院サービスをいう。以下同じ。)1こ該当する介護医療院サービスを
提供した際には、入所者から利用料(施設介護サービス費の支給の対象と
なる費用に係る対価をいう。以下同じ。)の一部として、当該介護医療院
サービスについて法第四十八条第二項に規定する厚生労働大臣が定める
基準により算定した費用の額(その額が現に当該介護医療院サービスに
要した費用の額を超えるときは、当該現に介護医療院サービスに要した費
用の額とする。次頃及ぴ第四十六条において「施設サービス費用基準額」
という。)から当該介護医療院に支払われる施設介護サービス費の額を控
除して得られた額の支払を受けるものとする。

厚生労働省令

2 介護医療院は、法定代理受領サービスに該当しない介護医療院サービ
スを提供した際に入所者から支払を受ける利用料の額と、施設サービス費
用基準額との問に、不合理な差額が生じないようにしなけれぱならない。

3 介護医療院は、前二項の支払を受ける額のほか、次に掲げる費用の額
の支払を受けることができる。
食事の提供に要する費用(法第王十一条の三第一項の規定により特
定入所者介護サービス費が入所者に支給された場合は、同条第二項第一
号に規定する食費の基準費用額(同条第四項の規定により当該特定入所
者介護サービス費が入所者に代わり当該介護医療院に支払われた場合
は、同条第二項第一号に規定する食費の負担限度額)を限度とする。)
居住に要する費用(法第五十一条の三第一項の規定により特定入所
者介護サービス費が入所者に支給された場合は、同条第二項第二号に規
定する居住費の基準費用額(同条第四項の規定により'当該特定入所者介
護サーピス費が入所者に代わり当該介護医療院に支払われた場合は、同
条第二項第二号に規定する居住費の負担限度額)を限度とする。)
厚生労働大臣の定める基準に基づき入所者が選定する特別な療養室^

の提供を行ったことに伴い必要となる費用
四厚生労働大臣の定める基準に基づき入所者が選定する特別な食事の

項目

利用料等
の受領

オミ

14

項

提供を行ったことに伴い必要となる費用
五理美容代
、前各号に掲げるもののほか、介護医療院サービスにおいて提供される
便宜のうち、日常生活においても通常必要となるものに係る費用であって、
入所者に負担させることが適当と認められるもの

介護医療院は、法定代理受領サービス(法第48条第4項の規定により
施設介護サービス費(同条第1項に規定する施設介護サービス費をいう。
以下同じ。)が入所者に代わり当該介護医療院に支払われる場合の当該
施設介護サービス費に係る介護医療院サービスをいう。以下同じ。)に該
当する介護医療院サービスを提供した際には、入所者から利用料(施設介
護サービス費の支給の対象となる費用に係る対価をいう。以下同じ。)の
一部として、当該介護医療院サーぜスについて同条第2項に規定する厚生
労働大臣が定める基準により算定した費用の額(その額が現に当該介護
医療院サービスに要した費用の額を超えるときは、当該現に介護医療院
サーピスに要した費用の額とする。以下「施設サービス費用基準額」とい
う。)から当該介護医療院に支払われる施設介護サービス費の額を控除し
て得られた額の支払を受けるものとする。

4 前項第一号から第四号までに掲げる費用については、別に厚生労働大
臣が定めるところによるものとする。

条例案

2 介護医療院は、法定代理受領サービスに該当しない介護医療院サービ
スを提供した際に入所者から支払を受ける利用料の額と、施設サービス費
用基準額との問に、不合理な差額が生じないようにしなけれぱならない。

3 介護医療院は、前2項の支払を受ける額のほか、次に掲げる費用の額
の支払を受けることができる。
Π)食事の提供に要する費用(法第51条の3第1項の規定により特定入
所者介護サービス費が入所者に支給された場合は、同条第2項第1号に
規定する食費の基準費用額(同条第4項の規定により当該特定入所者介
護サービス費が入所者に代わり当該介護医療院に支払われた場合は、同
条第2項第1号に規定する食費の負担限度額)を限度とする。)
②居住に要する費用(法第51条の3第1項の規定により特定入所者介
護サービス費が入所者に支給された場合は、同条第2項第2号に規定す
る居住費の基準費用額(同条第4項の規定により当該特定入所者介護
サービス費が入所者に代わり当該介護医療院に支払われた場合は、同条
第2項第2号に規定する居住費の負担限度額)を限度とする。)
③厚生労働大臣の定める基準に基づき入所者が選定する特別な療養
室の提供を行ったことに伴い必要となる費用
④厚生労働大臣の定める基準に基づき入所者が選定する特別な食事
の提供を行った二とに伴い必要となる費用
⑤理美容代
⑥前各号に掲げるもののほか、介護医療院サービスにおいて提供され
る便宜のうち、日常生活においても通常必要となるものに係る費用であっ
て、入所者に負担させることが適当と認められるもの

4 前項第1号から第4号までに掲げる費用については、厚生労働大臣が定
めるところによるものとする。



項目

ミノ

条 項

保険給付
の二青求の
ための証
明書の交
付

5 介護医療院は、第三項各号に掲げる費用の額に係るサービスの提供に
当たっては、'あらかじめ、入所者又はその家族に対し、当該サービスの内
容及び費用を記した文書を交付して説明を行い、入所者の同意を得なけ
れぱならない。ただし、同項第一号から第四号までに掲げる費用に係る同
意については、文書によるものとする。

15

介護医療
院サービ
スの取扱
方針

介護医療院は、法定代理受領サービスに該当しない介護医療院サービ
スに係る費用の支払を受けた場合は、提供した介護医療院サービスの内
容、費用の額その.他必要と認められる事項を記載したサービス提供証明
書を入所者に対して交付しなけれぱならない。

厚生労働省令

16 介護医療院は、施設サービス計画に基づき、入所者の要介護状態の軽
減又は悪化の防止に資するよう、その者の心身の状況等を踏まえて、その
者の療養を妥当適切に行わなけれぱならない。

2 介護医療院サービスは、施設サービス計画に基づき、漫然かつ画一的な
ものとならないよう配慮して行われなけれぱならない。

3 介護医療院の従業者は、介護医療院サービスの提供に当たっては、懇
切丁寧を旨とし、入所者又はその家族に対し、療養上必要な事項につい
て、理解しやすいように指導又は説明を行わなけれぱならない。

4 介護医療院はL介護医療院ササビスの提供に当たうては、・当該入所者ゞ
又は他の入所著等の生命又は身体を保護するため緊念や註を得ない場・0
合を除ぎL身体的拘束その他火所者の行動を制限する行為(以下上身体的
拘束等」という。)を行ってばならない;1ξ.ーニイ、111、ニゞ゛二t二ー・'>'、

項目 条

5

f

介護医療院はζ身体的拘束等を行う場合には'その態様及び時問L.その
際の入所者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録しなけれぱ

項

保険給付
の請求の
ための証
明書の交

、子

凡ξ;・1J・

ならない'・ごー'
''

5

.冒气

介護医療院は、第3項各号に掲げる費用の額に係るサービスの提供に
当たっては、あらかじめ、入所者又はその家族に対し、当該サービスの内
容及び費用を記した文害を交付して説明を行い、入所者の同意を得なけ
れぱならない。ただし、同項第1号から第4号までに掲げる費用に係る同意
については、文書によるものとする。

15

介護医療院は、介護医療院サービスの提供に当たっては、当該入所者
又は他の入所者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場
合を除き、身体的拘東その他入所者の行動を制限する行為(以下「身体的
拘束等」という。)を行ってはならない。

.

介護医療
院サービ
スの取扱
方針

介護医療院は、法定代理受領サービスに該当しない介護医療院サービ
スに係る費用の支払を受けた場合は、提供した介護医療院サービスの内
容、費用の額その他必要と認められる事項を記載したサービス提供証明
書を入所者に対して交付しなけれぱならない。

、ノ、、

」閏lj

16

'て卓π'一乃゛・'1 益

5
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条例案

^〒ノ1●"

エ^▲^
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介護医療院は、施設サービス計画に基づき、入所者の要介護状態の軽
減又は悪化の防止に資するよう、その者の心身の状況等を踏まえて、その
者の療養を妥当適切に行わなけれぱならない。

即ゼYr乢一ー.,、

介護医療院は、身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その
際の入所者の心身の状況並ぴに緊急やむを得ない理由を記録しなけれぱ
ならない。

6 前項の場合においては、市長に対し、速やかに同項に規定する記録に係
る内容を報告しなけれぱならない。

、゛ー_」寸、'、,"ナ"、t,.^^互!、"〔.、

'〒ーノ▲』J L-.。、".

丁^刷、,ノ■.

2 介護医療院サ「ビスは、施設サービス計画に基づき、漫然かつ画一的な
ものとならないよう配慮して行われなけれぱならない。

3 介護医療院の従業者は、介護医療院サービスの提供に当たっては、懇
切丁寧を旨とし、入所者又はその家族に対し、療養上必要な事項につい
て、理解しやすいように指導又は説明を行わなけれぱならない。

゛'
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項目 条 項

心介護医療院ば弓身体的拘東篝の適勇じき図るぢめ'次!こ掲げる諸遣を岸
講じなければならなしゞ江ヌ稔郵聖.゛槌゛券ゞ御建'1尋鴻豆、少、ー、魂、
烏鶏;奪的珂東笠φ這正1ヒφ'めφ河棄を栓討建る委員会をミ頁に忌向
以金開催女るどと司二子ぞの翁果11■で、t為介艦、亘毛ω1蚕φ症案鬢j嘉凧ー'ー、'*'.゛"1鄭一旦・'驫●池●一ー。~、轟,'、泌切桑げー、心胤司

驫身!太的也東等φ適正化め1,●ヅφ1一針を整備武る宣七1・,,、、f_、、に气
三響介護職員その他の従業者に対じ§烹佳的的烹;亀露声4正き0の誕功豆賀1
修を定翹的に実施すること。'、宝一壁や"、ニー舟劇鵡智途映詫紳'ー"、.'ゼY尋ミi「エ、カ゜辨甑ゑ1-,"深t了、、、キ.難劃・.ー、・川、ι1キ1密みタニ寿一11途;'裟ぎ1".0治

施設サー
ビス言十画
の作成

7

17

介護医療院は、自らその提供する介護医療院サービスの質の評価を行
い、常にその改善を図らなけれぱならない。

厚生労働省令

介護医療院の管理者は、介護支援専門員に施設サービス計画の作成に
関する業務を担当させるものとする。

2 施設サービス計画に関する業務を担当する介護支援専門員(以下この
条及ぴ第二十八条において「計画担当介護支援専門員」という。)は、施設
サービス計画の作成に当たっては、入所者の日常生活全般を支援する観
点から、地域の住民による自発的な活動によるサービス等の利用も含めて
施設サーピス計画上に位置付けるよう努めなけれぱならない。

3 計画担当介護支援専門員は、施設サービス計画の作成に当たつては、
適瑚な方法により、入所者について、その有する能力、その置かれている
環境等の評価を通じて入所者が現に抱える問題点を明らかにし、入所者
が自立した日常生活を営むことができるように支援する上で解決すべき課
題を把握しなけれぱならない。

項目

4 計画担当介護支援専門員は、前項の規定による解決すべき課題の把握
(次項及び第九項において「アセスメント」という。)に当たっては、入所者及
びその家族に面接して行わなけれぱならない。この場合において、計画担
当介護支援専門員は、面接の趣旨を入所者及ぴその家族に対して十分に
説明し、理解を得なけれぱならない。

条 項

5

7

計画担当介護支援専門員は、入所者の希望、入所者についてのアセス
メントの結果及び医師の治療の方針に基づき、入所者の家族の希望を勘
案して、入所者及びその家族の生活に対する意向、総合的な援助の方
針、生活全般の解決すべき課題、介護医療院サービスの目標及びその達
成時期、介護医療院サービスの内容、介護医療院サービスを提供する上
での留意事項等を記載した施設サービス計画の原案を作成しなけれぱな
らない。

介護医療院は、身体的拘束等の適正化を図るため、次に掲げる措置を
講じなけれぱならない。
a)身体.的拘東等の適正化のための対策を検討する委員会を3月1こ1回
以上開催するとともに、その結果について、、介護職員その他の従業者に周
知徹底を図ること。
②身体的拘東等の適正化のための指針を整備すること。
(3)介護職員その他の従業者に対し、身体的拘束等の適正化のための
研修を定期的に実施すること。

施設サー
ビス計画
の作成

8

17

介護医療院は、自らその提供する介護医療院サービスの質の評価を行
い、常にその改善を図らなけれぱならない。

条例案

介護医療院の管理者は、介護支援専門員に施設サービス計画の作成に
関する業務を担当させるものとする。

2 施設サービス計画に関する業務を担当する介護支援専門員(以下「計画
担当介護支援専門員」という。)は、施設サービス計画の作成に当たって
は、入所者の日常生活全般を支援する観点から、地域の住民による自発
的な活動によるサービス等の利用も含めて施設サービス計画上に位置付
けるよう努めなけれぱならない。

3 計画担当介護支援専門員はV施設サービス計画の作成に当たっては、
適切な方法により、入所者について、その有する能力、その置かれている
環境等の評価を通じて入所者が現に抱える問題点を明らかにしゞ入所者
が自立した日常生活を営むことができるように支援する上で解決すべき課
題を把握しなけれぱならない。

4 計画担当.介護支援専門員は、前項の規定による解決すべき課題の把握
(以下「アセスメント」という。)に当たっては、入所者及びその家族に面接し
て行わなけれぱならない。この場合において、計画担当介護支援専門員
は、"面接の趣旨を入所者及びその家族に対して十分に説明し、理解を得
なけれぱならない'

5 計画担当介護支援専門員は、入所者の希望、入所者につぃてのアセス
メントの結果及び医師の治療の方針に基づき、入所者の家族の希望を勘
案して、入所者及ぴその家族の生活に対する意向、総合的な援助の方
針、生活全般の解決すべき課題、介護医療院サービスの目標及びその達
成時期、介護医療院サービスの内容、介護医療院サービスを提供する上
での留意事項等を記載した施設サービス計画の原案を作成しなけれぱな
らない。

.

卑

ン
、
'
一
醗
^
＼
一
琴
一
^
゛
'
'
ー
ン
ミ
^

ヲ
堂
、
、
X
.
气
゛
"
、
二
 
0
当
一
'
一
三
t
 
.

ザ
、
π
゛
一
'
゛
、
二
 
5
 
乢
ノ
ー
、
.

菩
子
一
覧

'
一
一



ーー、」

項目 条 項

6 計画担当介護支援専門員は、サービス担当者会議(入所者に対する介
護医療院サービスの提供に当たる他の担当者(以下この条において「担当
者」という。)を召集して行う会議をいう。第十一項において同じ。)の開催、
担当者に対する照会等により、当該施設サービス計画の原案の内容につ
いて、担当者から、専門的な見地からの意見を求めるものとする。

7 計画担当介護支援専門員は、施設サービス計画の原案の内容につぃて
入所者又はその家族に対して説明し、文書により入所者の同意を得なけ
れぱならない。

8

厚生労働省令

計画担当介護支援専門員は、施設サービス計画を作成した際には、当
該施設サービス計画を入所者に交付しなけれぱならない。

9 計画担当介護支援専門員は、施設サービス計画の作成後、施設サーピ
ス計画の実施状況の把握(入所者についての継続的なアセスメントを含
む。)を行い、必要に応じて施設サービス計画の,変更を行うものとする。

10 計画担当介護支援専門員は、前項に規定する実施状況の把握(第二号
において「モニタリング」という。)に当たっては、入所者及びその家族並び
に担当者との連絡を継続的に行うこととし、特段の事情のない限り、次に
定めるところにより行わなけれぱならない。
定期的に入所者に面接すること。
定期的にモニタリングの結果を記録すること。

11

.

計画担当介護支援専門員は、次に掲げる場合においては、サービス担
当者会議の開催、担当者に対する照会等により、施設サービス計画の変
更の必要性について、担当者から、専門的な見地からの意見を求めるもの
とする。

入所者が法第二十八条第二項に規定する要介護更新認定を受けた
場合

入所者が法第二十九条第一項に規定する要介護状態区分の変更の
認定を受けた場合

項目 条 項

12

6

第二項から第八項までの規定は、第九項に規定する施設サービス計画
の変更について準用する。

計画担当介護支援専門員は、サービス担当者会議(入所者に対する介
護医療院サービスの提供に当たる他の担当者(以下この条において「担当
者」という。)を招集して行う会議をいう。以下同じ。)の開催、担当者に対す
る照会等により、当該施設サービス計画の原案の内容について、担当者
から、専門的な見地からの意見を求めるものとする。

7 計画担当介護支援専門員は、施設サービス計画の原案の内容につぃて
入所者又はその家族に対して説明し、文書により入所者の同意を得なけ
れぱならない。

8 計画担当介護支援専門員は、施設サービス計画を作成した際には、当
該施設サービス計画を入所者に交付しなければならない。

条例案

9 計画担当介護支援専門員は、施設サービス計画の作成後、施設サービ
ス計画の実施状況の把握(入所者についての継続的なアセスメントを含
む。)を行い、必要に応じて施設サービス計画の変更を行うものとする。

10 計画担当介護支援専門員は、前項に規定する実施状況の把握(以下「モ
ニタリング」という。)に'当たっては、入所者及びその家族並びに担当者との
連絡を継続的に行うこととし、特段の事情のない限り、次に定めるところに
より行わなけれぱならない。
Π)定期的に入所者に面接すること。
②定期的にモニタリングの結果を記録すること

11 計画担当介護支援専門員は、次に掲げる場合においては、サービス担
当者会議の開催、担当者に対する照会等により、施設サービス計画の変
更の必要性について、担当者から、専門的な見地からの意見を求めるもの
とする。

a)入所者が法第28条第2項に規定する要介護更新認定を受けた場合
②入所者が法第29条第1項こ規定する要介護状態区分の変更の認
定を受けた場合

12 第2項から第8項までの規定は、第9項に規定する施設サービス計画の
変更について準用する。
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項目

診療の方'
針

条

、 18

項

、医師の診療の方針は、次1三掲げるところによるものとずる。

一診療ばし一般に医師として必要性があると認められる疾病又は負傷に
対しで、的確な診断を基どし、4療養上妥当適切に行う。・.ー
土診療に当たっては、常に医学の立場を堅持しで'.入所者の心身の状況
を観察し、要介護者の心理が健康に及ぼす影響を十分配慮して、心理的
な効果をもあける〒_どができるよう適切な指導を行う守・,、、',.・._
三、常に入所者の心身の状況ゞ病状イその置かれでいる環境等の的確な
把握に努め、久所者又はその尿族に、す畭適切な指導を行う。、
西検査;喪薬ヌ注射ι処置等はゞ_入所者1力病状に照らして妄当適切に行

.^
.0

...,

五 L特殊な療法'_新レい療法等にづいては;別獲厚生労働太臣が定めるも
ののほ力、行っではならない'. ξ"、゛、エ^■_^

六_別に厚生労働大臣が定める医薬品以外の医薬品を入所者に施用し、
戈は処方してはならない。だだじq医藁品ご医療機器等の品質{有効性友
び安全性の確保等に閏チる法厘(昭和三¥五年法律第百四ヂ五号)第二
条第十七項に規定する治験に係る診療においでと当該治験ω対象とされ
る藁物を使用ずる場合はおいて1嵐仁φ限りでばない'

^」

介護医療院は、入所者の心身の諸機能の維持回復を図り、日常生活の
自立を助けるため、理学療法、作業療法その他適切なりハビリテーション
を計画的に行わなけれぱならない。

厚生労働省令

必要な医
療の提供
が困難な
場合等の
措置等

キ

19 介護医療院の医師は、入所者の病状からみて当該介護医療院において
自ら必要な医療を提供することが困難であると認めたときは、協力病院そ
の他適当な病院若しくは診療所への入院のための措置を講じ、又は他の
医師の対診を求める等診療について適切な措置を講じなけれぱならない。

介護医療院は、入所者の心身の諸機能の維持回復を図り、日常生活の
自立を助けるため、理学療法、作業療法その他適切なりハビリテーション
を計画的に行わなけれぱならない。

、

^呼

条例案

必要な医
療の提供
が困難な
場合等の
措置等

2

19 介護医療院の医師は、入所者の病状からみて当該介護医療院において
自ら必要な医療を提供することが困難であると認めたときは、協力病院そ
の他適当な病院若しくは診療所への入院のための措置を講じ、又は他の
医師の対診を求める等診療について適切な措置を講じなければならない。

介護医療院の医師は、不必要に入所者のために往診を求め、又は入所
者を病院若しくは診療所に通院させてはならない。

項目

診療の方
針

2

3

介護医療院の医師は、不必要に入所者のために往診を求め、又は入所
者を病院若しくは診療所に通院させてはならない。

3 介護医療院の医師は、入所者のために往診を求め、又は入所者を病院
若しくは診療所に通院させる場合には、当該病院又は診療所の医師又は
歯科医師に対し、当該入所者の診療状況に関する情報の提供を行わなけ
ればならない。

機能訓練

介護医療院の医師は、入所者のために往診を求め、又は入所者を病院
若しくは診療所に通院させる場合には、当該病院又は診療所の医師又は
歯科医師に対し、当該入所者の診療状況に関する情報の提供を行わなけ
れぱならない。

4

条

介護医療院の医師は、入所者が往診を受けた医師若しくほ歯科医師又
は入所者が通院した病院若しくは診療所の医師若しくは歯科医師から当
該入所者の療養上必要な情報の提供を受けるものとし、その情報により適
切な診療を行わなけれぱな,らない。

機能訓練

18

項

4 介護医療院の医師は、入所者が往診を受けた医師若しくは歯科医師又
は入所者が通院した病院若しくは診療所の医師若しくは歯科医師から当
該入所者の療養上必要な情報の提供を受けるものとし、その情報により適
切な診療を行わなけれぱならない。

医師の診療の方針は、次に掲げるところによるものとする。
m 診療は、一般に医師として必要性があると認められる疾病又は負傷
に対して、的確な診断を基とし、療養上妥当適切に行う。
佗}診療に当たっては、常に医学の立場を堅持して、入所者の心身の状
況を観察し、要介護者の心理が健康に及ぽす影響を十分配慮して、心理
的な効果をもあげることができるよう適切な指導を行う。
恰)常に入所者の心身の状況、病状、その置かれている環境等の的確
な把握に努め、入所者又はその家族に対し、適切な指導を行う。
④検査、投薬、注射、処置等は、入所者の病状に照らして妥当適切に
イテう。
⑤特殊な療法、新しい療法等については、厚生労働大臣が定めるもの
のほか行ってはならない。
⑥厚生労働大臣が定める医薬品以外の医薬品を入所者に施用し、又
は処方してはならない。ただし、医薬品、医療機器等の品質、有効性及び
安全性の確保等に閏する法律(昭和35年法律第145号)第2条第17項
に規定する治験に係る診療において、当該治験の対象とされる薬物を使
用する場合においては、この限りでない。

2020



項自

看護及び
医学的管
理の下に
おける介
護

条

21

項

看護及び医学的管理の下における介護は、入所者の自立の支援と日常
生活の充実に資するよう、入所者の病状及び心身の状況に応じ、適切な
技術をもって行われなけれぱならない。

2 介護医療院は、一週閻に二回以上、適切な方法により、入所者を入浴さ
せ、又は清拭しなけれぱならい。

3 介護医療院は、入所者の心身の状況、病状、その置かれている環境等
に応じ、適切な方法により、排せつの自立について必要な援助を行わなけ
れぱならない。

厚生労働省令

4 介護医療院は、おむつを使用せざるを得ない入所者のおむつを適切に
取り替えなげれぱならない。

5 介護医療院は、撫癒が発生しないよう適切な介護を行うとともに、その発
生を予防するための体制を整備しなけれぱならない。

6

食事の提
供

介護医療院は、前各項に定めるほか、入所者に対し、離床、着替え、整
容その他日常生活上の世話を適切に行わなけれぱならない。

7 介護医療院は、その入所者に対じて、入所者の負担により~当該介謹医
療院の従業者以外の者による者護及赤介護を受けさせてはならない弐'

22

相談及び
援助

入所者の食事は、栄養並びに入所者の身体の状況、病状及び謄好を考
慮したものとするとともに、適切な時問に行われなけれぱならない。

項目

看護及び
医学的管
理の下に

おける介
護

2

条

23

入所者の食事は、その者の自立の支援に配慮し、できるだけ離床して食
堂で行われるよう努めなけれぱならない。

その他の
サービス

の提供

21

項

介護医療院は、常に入所者の心身の状況、病状、その置かれている環
境等の的確な把握に努め、入所者又はその家族に対し、その相談に適切
に応じるとともに、必要な助言その他の援助を行わなけれぱならない。

看護及び医学的管理の下における介護は、入所者の自立の支援と日常
生活の充実に資するよう、入所者の病状及び心身の状況に応じ、適句な
技術をもって行われなけれぱならない。

24

2 介護医療院は、1週間に2回以上、適切な方法により、入所者を入浴さ
せ、又は清拭しなけれぱならない。

介護医療院は、適宜入所者のためのレクリエーション行事を行うよう努め
るものとする。

3

2

介護医療院は、入所者の心身の状況、病状、その置かれている環境等
に応じ、適切な方法により、排せつの自立について必要な援助を行わなけ
れぱならない。

介護医療院は、常に入所者の家族との連携を図るとともに、入所者とそ
の家族との交流等の機会を確保するよう努めなけれぱならない。

4

条例案

介護医療院は、おむつを使用せざるを得ない入所者のおむつを適切に
取り替えなけれぱならない。

5 介護医療院は、樗癒(じょくそう)が発生しないよう適切な介護を行うととも
に、その発生を予防するための体制を整備しなけれぱならない。

6

食事の提
供

介護医療院は、前各項に定めるほか、入所者に対し、離床、着替え、整
容その他日常生・活上の世話を適切に行わなけれぱならない。

7 介護医療院は、その入所者に対して、入所者の負担により、当該介護医
療院の従業者以外の者による看護及び介護を受けさせてはならない。

22

相談及び
援助

介護医療院は、栄養並びに入所者の身体の状況、病状及び曙化)好を考
慮し食事を、適切な時問に行われなけれぱならない。

2

23

介護医療院は、入所者の自立の支援に配慮し、できるだけ離床して食堂
で食事を行わせるよう努めなけれぱならない。

その他の

サービス
の提供

介護医療院は、常に入所者の心身の状況、病状、その置かれている環
境等の的確な把握に努め、入所者又はその家族に対し、その相談に適切
に応じるとともに、必要な助言その他の援助を行わなけれぱならない。

24 介護医療院は、適宜入所者のためのレクリエーション行事を行うよう努め
るものとする。

2 介護医療院は、常に入所者の家族との連携を図るとともに、入所者とそ
の家族との交流等の機会を確保するよう努めなけれぱならない。



項目

入所者に
関する市
町村への
通知

二杙

25

項

介護医療院は、介護医療院サービスを受けている入所者が次のいずれ
かに該当する場合は、遅滞なく、意見を付してその旨を市町村に通知しな
けれぱならない。
正当な理由なしに介護医療院サーピスの利用に関する指示に従わな
いことにより、要介護状態の程度を増進させたと認められるとき。
偽りその他不正の行為によって保険給付を受け、又は受けようとしたと

き。

管理者に、
よる管理

26

厚生労働省令

'介護医療院の管理者ば、;専ら当該介護医療院の職務に従事する常勤の,
者でなけ詫ばならない'ただL晶当該分護医療院φ管理埀悲庫φ写い場合

設1指定地域密盡型豆弁E系φ事楽の秀亘寒設備基径運言写閲域る基準
K軍成十バ年厚生労越冶令第三+四号1第百手条第四頂穫規定永る"宗・・
ヲイド型特定施設をいう'ヲ蓋Cζは÷リi手ラk'f型1苦征1趣設k同冷第百写・-b-
条第四項に規定ずるサテラネ"型居註施訟ぎ硲う;りφ腰務喧従棄する弓七
がt廷るものとする・・,、・'・、・"・・・・",ー・,・・ー・'・・、・ー・・,・十

管理者の
責務

27 介護医療院の管理者は、当該介護医療院の従業者の管理、業務の実施
状況の把握その他の管理を一元的に行わなけれぱならない。

^

2 介護医療院の管理者は、従業者にこの章の規定を遵守させるために必
要な指揮命令を行うものとする。

3

項目

入所者に
関する市
町村への
通知

介護医療院の管理者は、介護医療院に医師を宿直させなけれぱならな
い。ただし、当該介護医療院の入所者に対するサービスの提供に支障が
ない場合にあっては、この限りではない。

条

25

項

介護医療院は、介護医療院サービスを受けている入所者が次のいずれ
かに該当する場合は、遅滞なく、意見を付してその旨を市町村(特別区を
含む。以下同じ。)1こ通知しなけれぱならない。
働正当な理由なしに介護医療院サービスの利用に関する指示に従わ
ないことにより、要介護状態の程度を増進させたと認められるとき。
②偽りその他不正の行為によって保険給付を受け、又は受けようとした
とき。

_ー.■.^.

26 介護医療院の管理者は、専ら当該介護医療院の職務に従事する常勤の
者でなけれぱならない。ただし、当該介護医療院の管理上支障のない場合
は、同一敷地内にある他の事業所若しくほ施設等又はサテライト型特定施
設(長崎市指定地域密着型サービス事業の人員、設備及び運営に関する
基準等を定める条例(平成25年長崎市条例第11号。以下「指定地域密
着型サービス基準条例」という。)第131条第4項に規定するサテライト型
特定施設をいう。)若しくはサテライト型居住施設(指定地域密着型サービ
ス基準条例第153条第4項に規定するサテライト型居住施設をいう。)の
職務に従事することができるものとする。

条例案

管理者の
責務

、、

27 介護医療院の管理者は、当該介護医療院の従業者の管理、業務の実施
状況の把握その他の管理を一元的に行わなけれぱならない。

2 介護医療院の管理者は、従業者にこの章の規定を遵守させるために必
要な指揮命令を行うものとする。

3 介護医療院の管理者は、介護医療院に医師を宿直させなけれぱならな
い。ただし、当該介護医療院の入所者に対するサービスの提供に支障が
ない場合にあっては、この限りでない。
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項目

計画担当
介護支援
専門員の
責務

条

28

項

計画担当介護支援専門員は、第十七条に規定する業務のほか、次に掲
げる業務を行うものとする。'
入所申込者の入所に際し、その者に係る居宅介護支援事業者に対す
る照会等により、その者の心身の状況、生活歴、病歴、指定居宅サービス
等の利用状況等を把握すること。
入所者の心身の状況、病状、その置かれている環境等に照らし、その
者が居宅において日常生活を営むことができるかどうかについて定期的に
検討し、その内容等を記録すること。
入所者の退所に際し、居宅サービス計画の作成等の援助に資するた^

め、居宅介護支援事業者に対して情報を提供するほか、保健医療サービ
ス又は福祉サービスを提供する者と密接に連携すること。
四第三十八条第二項の規定による苦情の内睿等の記録を行うこと。
五第四十条第三項の規定による事故の状況及ぴ事故に際して採った処
置についての記録を行うこと。

介護医療院は、入所定員及び療養室の定員を超えて入所させてはなら
ない。ただし、災害、虐待その他のやむを得ない事情がある場合は、この
限りでない。

運営規程

厚生労働省令

29 介護医療院は、次に掲げる施設の運営についての重要事項に関する規
程(第三十五条において「運営規程」という。)を定めておかなけれぱならな
い。

施設の目的及び運営の方針
従業者の職種、員数及び職務の内容
入所定員(1型療養床に係る入所定員の数、Ⅱ型療養床に係る入所
定員の数及びその合計数をいう。)
入所者に対する介護医療院サービスの内容及び利用料その他の費用
の額
施設の利用に当たっての留意事項
非常災害対策
その他施設の運営に関する重要事項

勤務体制
の確保等

30

項目

計画担当
介護支援
専門員の
責務

介護医療院は、入所者に対し、適切な介護医療院サービスを提供できる
よう、従業者の勤務の体制を定めておかなけれぱならない。

条

2

定員の遵
守

28

介護医療院は、当該介護医療院の従業者によって介護医療院サービス
を提供しなけれぱならない。ただし、入所者の処遇に直接影響を及ぼさな
い業務については、この限りでない。

項

3

計画担当介護支援専門員は、第17条に規定する業務のほか、次に掲げ
る業務を行うものとする。'
a}入所申込者の入所に際し、その者に係る居宅介護支援事業者に対
する照会等により、その者の心身の状況、生活歴、病歴、指定居宅サービ
ス等の利用状況等を把握すること。

②入所者の心身の状況、病状、その置かれている環境等に照らし、そ
の者が居宅において日常生活を営むことができるかどうかについて定期的
に検討し、その内容等を記録すること。
③入所者の退所に際し、居宅サービス計画の作成等の援助に資するた
め、居宅介護支援事業者に対して情報を提供するほか、保健医療サービ
ス又は福祉サービスを提供する者と密接に連携すること。
④第38条第2項の規定による苦情の内容等の記録を行うこと。
⑤第40条第3項の規定による事故の状況及び事故に際して採った処
貴についての記録を行うこと。

31

介護医療院は、従業者に対し、その資質の向上のために、その研修の機
会を硫保しなけれぱならない。

介護医療院は、入所定員及び療養室の定員を超えて入所させてはなら
ない。ただし、災害、虐待その他のやむを得ない事情がある場合は、この
限りでない。

運営規程

条例案

29 介護医療院は、次に掲げる施設の運営についての重要事項に関する規
程(以下「運営規程」という。)を定めておかなけれぱならない。
川施設の目的及び運営の方針
②従業者の職種、員数及び職務の内容
③入所定員(1型療養床に係る入所定員の数、Ⅱ型療養床に係る入所
定員の数及びその合計数をいう。)
④入所者に対する介護医療院サービスの内容及ぴ利用料その他の費
用の額
⑤施設の利用に当たっての留意事項
⑥非常災害対策
⑦その他施設の運営に関する重要事項

勤務体制
の確保等

30

゛

介護医療院は、入所者に対し、適切な介護医療院サービスを提供できる
よう、従業者の勤務の体制を定めておかなけれぱならない。

2

定員の遵
守

介護医療院は、当該介護医療院の従業者によって介護医療院サービス
を提供しなけれぱならない。ただし、入所者の処遇に直接影響を及ぼさな
い業務については、この限りでない。

3

31

介護医療院は、従業者に対し、その資質の向上のために、その研修の機
会を確保しなければならない。



項目

非常災害
対策

条

32

衛生管理
等

項

1 介護医療院は、非常災害に関する具体的計画を立て、非常災害時の閲
係機関への通報及び連携体制を整備し、それらを定期的に従業者に周知
するとともに、定期的に避難、救出その他必要な訓練を行わなければなら
ない。

33 介護医療院は、入所者の使用する施設、食器その他の設備又は飲用に
供する水について、衛生的な管理に努め、又は衛生上必要な措置を講ず
るとともに、医薬品及び医療機器の管理を適正に行わなけれぱならない。

2 介護医療院は、当該介護医療院において感染症又は食中毒が発生し、
又はまん延しないように、次に掲げる措置を講じなけれぱならない。
当該介護医療院における感染症又は食中毒の予防及ぴまん延の防
止のための対策を検討する委員会をおおむね三月に一回以上開催すると
ともに、その結果について、介護職員その他の従業者に周知徹底を図るこ
と。
当該介護医療院における感染症又は食中毒の予防及びまん延の防
止のための指針を整備すること。
当該介護医療院において、介護職員その他の従業者に対し、感染症^

及び食中毒の予防及ぴまん延の防止のための研修を定期的に実施するこ
と。
前三号に掲げるもののほか、別に厚生労働大臣が定める感染症又は四

食中毒の発生が疑われる際の対処等に関する手順に沿った対応を行うこ
と。

厚生労働吉令

介護医療院は、入所者の病状の急変等に備えるため、あらかじめ、協力
病院を定めておかなけれぱならない。

3 介護医療院の管理者は、次に掲げる業務を委託する場合は、医療法施
行規則第九条の八、第九条の九、第九条の十二、第九条の十三、別表第
ーの二及び別表第一の三の規定を準用する。この場合において、同令第
九条の八第一項中「法第十五条の〒の規定による人体から排出され」とあ
るのは「人体から排出され」と、同条第二項中「法第十五条の二の規定に
よる検体検査」とあるのは「検体検査」と、第九条の九第一項中「法第十五
条の二の規定による医療機器又は医学的処置若しくは手術」とあるのは
「医療機器又は医学的処置」と、第九条の十二中「法第十玉条の二の規定
による第九条の七に定める医療機器」とあるのは「医薬品医療機器等法第
二条第ハ項に規定する特定保守管理医療機器」と、第九条の十三中「法
第十五条の二の規定による医療」とあるのは「医療」と読み替えるものとす
る。

第五条第二項第二号口及び第四十五条第二項第二号口に規定する検
体検査の業務
医療機器又は医学的処置の用に供する衣類その他の繊維製品の滅
菌又は消毒の業務
医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法^

律第二条第八項に規定する特定保守管理医療機器の保守点検の業務
四医療の用に供するガスの供給設備の保守点検の業務(高圧ガス保安
法(昭和二十六年法律第二百四号)の規定により高圧ガスを製造又は消
費する者が自ら行わなけれぱならないものを除く。)

項目

非常災害
対策

条

32

項

衛生管理
等

協力病院

介護医療院は、非常災害に関する具体的計画を立て、非常災害時の関
係機関への通報及ぴ連携体制を整備し、それらを定期的に従業者に周知
するとともに、定期的に避難、救出その他必要な訓練を行わなけれぱなら
ない。

33

、

34

介護医療院は、入所者の使用する施設、食器その他の設備又は飲用に
供する水について、衛生的な管理に努め、又は衛生上必要な措置を講ず
るとともに、'医薬品及ぴ医療機器の管理を適正に行わなけれぱならない。

2

介護医療院は、入所者の病状の急変等に備えるため、南らかじめ、協力
病院を定めておかなけれぱならない。

介護医療院は、当該介護医療院において感染症又は食中毒が発生し、
又はまん延しないように、次に掲げる措置を講じなけれぱならない。
m 当該介護医療院における感染症及ぴ食中毒の予防及びまん延の防
止のための対策を検討する委員会をおぉむね3月に1回以上開催するとと
もに、その結果について、従業者に周知徹底すること。
②当該介護医療院における感染症及び食中毒の予防及びまん延の防
止のための指針を整備すること。
③当該介護医療院において、介護職員その他の従業者に対し、感染症
及ぴ食中毒の予防及びまん延の防止のための研修を定期的に実施するこ
と。
④前3号に掲げるもののほか、厚生労働大臣が定める感染症又は食中
毒の発生が疑われる際の対処等に関する手順に沿った対応を行うこと。

条例案

3 介護医療院の管理者は、次に掲げる業務を委託する場合は、医療法施
行規則第9条の8、第9条の9、第9条の12、第9条の13、別表第1の2及
び別表第1の3の規定を準用する。この場合において、同令第9条の8第1
項中「法第15条の2の規定による人体から排出され」とあるのは「人体か
ら排出され」と、同条第2項中「法第15条の2の規定による検体検査」とあ
るのは「検体検査」と、第9条の9第1項中「法第15条の2の規定による医
療機器又は医学的処置若しくは手術北あるのは「医療機器又は医学的処
置」と、第9条の12中「法第15条の2の規定による第9条の7に定める医
療機器」とあるのは「医薬品医療機器等法第2条第8項に規定する特定保
守管理医療機器」と、第9条の13中「法第15条の2の規定による医療」と
あるのは「医療」と読み替えるものとする。
m 人体から排出され、戈は採取された検体の微生物学的検査、血清学
的検査、病理学的検査、寄生虫学的検査及び生化学的検査の業務
②医療機器又は医学釣処置の用に供する衣類その他の繊維製品の滅
菌又は消毒の業務
③医薬品、医療機器等の品質、有効性及ぴ安全性の確保等に関する
法律第2条第8項に規定する特定保守管理医療機器の保守点検の業務
④医療の用に供するガスの供給設備の保守点検の業務(高圧ガス保
安法(昭和26年法律第204号)の規定により高圧ガスを製造又は消費す
る者が自ら行わなけれぱならないものを除く。)

協力病院
等

34



項目

掲示

条 項

2

秘密保持
等

35

介護医療院は、あらかじめ、協力歯科医療機関を定めておくよう努めな
けれぱならない。

介護医療院は、当該介護医療院の見やすい場所に、運営規程の概要、
従業者の勤務の体制、協力病院、利用料その他のサービスの選択に資す
ると認められる重要事項を掲示しなけれぱならない。

36 介護医療院の従業者は、正・当な理由がなく、その業務上知り得た入所者
又はその家族の秘密を漏らしてはならない。ニ

厚生労働省令

2 介護医療院は、従業者であづた者がふ正当な理由がなくイその業務上知

り得た入所者又はその家族の秘密を漏らすことがないよう、必要な措置を
講じな1,れぱならない。_..・.'TI、"'、',,:.・ r.、.Ji・・、,・:・'__、ニ"

居宅介護
支援事業
者に対す
る利益供
与等の禁
止

3'_ '介護医療院は1居宅介護声援亭業者、等曜対bで゛入所者1テ関ずる情報二
を提供ずる際1司嵐あらがじめ戈書iこより'入所者の同意を癌でおがなけれ
ぱならない'.、""'、'・'_.、""'..に_.

37

苦情処理

介護医療院は、居宅介護支援事業者又はその従業者に対し、要介護被
保険者に当該介護医療院を紹介することの対償として、金品その他の財
産上の利益を供与してはならない。

^

2 介護医療院は、居宅介護支援事業者又はその従業者から、当該介護医
療院からの退所者を紹介することの対償として、金品その他の財産上の利
益を収受してはならない。

38 介護医療院は、提供した介護医療院サービスに関する入所者及びその
家族からの苦情に迅速かつ適切に対応するために、苦情を受け付けるた
めの窓口を設置する等の必要な措置を講じなけれぱならない。

項目

2

介護医療院は、提供した介護医療院サービスに関する入所者及びその
家族からの苦情に迅速かつ適切に対応するために、苦情を受け付けるた
めの窓口を設置する等の必要な措置を講じなけれぱならない。

条

掲ホ

項

2 介護医療院は、前項の苦情を受け付けた場合には、当該苦情の内容等
を記録しなけれぱならない。

2

介護医療院は、前項の苦情を受け付けた場合には、当該苦情の内容等
を記録しなけれぱならない。

秘密保持
等

3

35

介護医療院は、提供した介護医療院サービスに関し、法第23条の規定
による本市が行う文圭その他の物件の提出若しくは提示の求め又は本市
の職員からの質問若しくほ照会に応じ、入所者からの苦情に関して本市が
行う調査に協力するとともに、本市から指導又は助言を受けた場合は、当
該指導又は助言に従って必要な改善を行わなけれぱならない。

介護医療院は、あらかじめ、協力歯科医療機関を定めておくよう努めな
ければならない。

3 介護医療院は、提供した介護医療院サービスに関し、法第二十三条の規
定による市町村が行う文書その他の物件の提出若しくは提示の求め又は
当該市町村の職員からの質問若しくは照会に応じ、入所者からの苦情に
関して市町村が行う調査に協力するとともに、市町村から指導又は助言を
受けた場合は、当該指導又は助言に従って必要な改善を行わなけれぱな
らなし、。

介護医療院は、当該介護医療院の見やすい場所に、運営規程の概要、
従業者の勤務体制、協力病院、利用料その他のサービスの選択に資する
と認められる重要事項を掲示しなけれぱならない。

36

4

介護医療院の従業者は、正当な理由がなく、その業務上知り得た入所者
又はその家族の秘密を漏らしてはならない。

介護医療院は、市町村からの求めがあった場合には、前項の改善の内
容を市剛村に報告しなけれぱならない。

2

条例案

介護医療院は、従業者であった者が、正当な理由がなく、その業務上知
り得た入所者又はその家族の秘密を漏らすことがないよう、必要な措置を
講じなけれぱならない。

居宅介護
支援事業
者に対す
る利益供
与等の禁
止

4

3

介護医療院は、本市からの求めがあった場合には、前項の改善の内容
を本市に報告しなけれぱならない。

介護医療院は、居宅介護支援事業者等に対して、入所者に関する情報
を提供する際には、あらかじめ文書により入所者の同意を得ておかなけれ
ぱならない。

37 介護医療院は、居宅介護支援事業者又はその従業者に対し、要介護被
保険者に当該介護医療院を紹介することの対償として、金品その他の財
産上の利益を供与してはならない。

苦情処理

2 介護医療院は、居宅介護支援事業者又はその従業者から、当該介護医
療院からの退所者を紹介することの対償として、金品その他の財産上の利
益を収受してはならない。

38
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項目 オニ 項

5 介護医療院は、提供した介護医療院サービスに関する入所者からの苦
情に関して連合会(国民健康保険法(昭和三十三年法律第百九十二号)
第四十五条第五項に規定する国民健康保険団体連合会をいう。以下この
項及び次項において同じ。)が行う法第百七十六条第一項第三号の規定
による調査に協力するとともに、連合会から同号の規定による指導又は助
言を受けた場合は、当該指導又は助言に従って必要な改善を行わなけれ
ぱならない。

地域との
連携等

6 介護医療院は、連合会からの求めがあった場合には、前項の改善の内
容を連合会に報告しなけれぱならない。

厚生労働省令

39 介護医療院は、その運営に当たっては、地域住民又はその自発的な活
動等との連携及ぴ協力を行う等の地域との交流に努めなけれぱならない。

事故発生"
の防止及
ぴ発生時
の対応

2

3 介護医療院は、前項の事故の状況及び事故に際して採った処置にっい
て記録しなけれぱならない。

介護医療院は、その運営に当たっては、提供した介護医療院サービスに
関する入所者からの苦情に関して、市町村等が派遣する者が相談及び援
助を行う事業その他の市町村が実施する事業に協力するよう努めなけれ
ぱならない。

4

40 '1

介護医療院は、入所者に対する介護医療院サービスの提供により賠償
すべき事故が発生した場合は,、損害賠償を速やかに行わなけれぱならな
い。

,、介護医療院は、事故の発生又はその再発を防止するため、次に定める_
措置を議じなけ子しほならなし)'ヤ"、ニ,'・"・.,"'ン.f、・・t.・・、、、ヤ、・'ニ、二1'
-1事故が発生しだ場合の§応、次号の報告の方法等が記載された事故

ニイ事故永発生Lだ場合又ほ毛れiこ至る寔吠性がある事態力臣じた場合
に、・当該事実西灘告ぎれ;藩φ分析を通じ程改善策ぎ征葉者R周知徹底÷
する体制を整備する羣と"'子.1f'1'、ニ'ー'シ{τゞ三}ニ、ゴト1-".ξ_ト、'フミ:ビニ1'ff
三'事故発生の防止のための委員会及ぴ従業者倭対生る研修を定期的に

項目 条 項

'介護医療院は、.天所者に対生る介護医療院サ急ビ不迎提供仁より事故、・
が発生じた場合ほゞ速やがに市町封ご表所者φ家族奪長連冨を行うとども
!仁、必要な措置を講じなけオfばならない';1三 1、'、交1下.!土Υ二1・:.fミ'上ゞ゛・'、、.、

5 介護医療院は、提供した介護医療院サービスに関する入所者からの苦
情に関して国民健康保険団体連合会(国民健康保険法(昭和33年法律第
192号)第45条第5項に規定する国民健康保険団体連合会をいう。以下
同じ。)が行う法第176条第1項第3号の規定による調査に協力するととも
に、国民健康保険団体連合会から同号の規定による指導又は助言を受け
た場合は、当該指導又は助言に従って必要な改善を行わなけれぱならな
い。

^」

3,
一」,■一.- J、ー、゛,ーーーー^ーー.^]一'一呼.、直宅、.ー「L ....」

、一■^.直^.^^,.

地域との
連携等

4 ゛介護医療院はL太所者に対する介護医療院サービズの提供にまり賠償.
すぺき事故が発生じた場合は§損告賠償を速やかに行わなけれぱならな
い・・・、

6

^

介護医療院は、国民健康保険団体連合会からの求めがあった場合に
は、前項の改善の内容を国民健康保険団体連合会に報告しなけれぱなら
ない。

39

条例案

」.q _ー^'冒

介護医療院は、その運営に当たっては、地域住民又はその自発的な活
動等との連携及ぴ協力を行う等の地域との交流に努めなけれぱならない。

事故発生
の防止及
び発生時
の対応

2 介護医療院は、その運営に当たっては、提供した介護医療院サービスに
閏する入所者からの苦情に関して、介護相談員派遣事業その他の本市等
が実施する事業に協力するよう努めなけれぱならない。

40 介護医療院は、事故の発生又はその再発を防止するため、次に定める
措置を講じなけれぱならない。
川事故が発生した場合の対応、次号の報告の方法等が記載された事
故発生の防止のための指針を整備すること。
②事故が発生した場合又はそれに至る危険性がある事態が生じた場
合に、当該事実が報告され、その分析を通じた改善策を従業者に周知徹
底する体制を整備すること。

信)事故発生の防止のための委員会及び従業者に対する研修を定期的
に行うこと。

2 介護医療院は、入所者に対する介護医療院サービスの提供により事故
が発生した場合は、速やかに市町村、入所者の家族等に連絡を行うととも
に、必要な措置を講じなけれぱならない。

2
二

一
」
■



項目

会計の区
分

記録の整
備

条

41

項

42

介護医療院は、介護医療院サービスの事業の会計とその他の事業の会
計を区分しなけれぱならない。

介護医療院は、従業者、施設及び構造設備並びに会計に関する諸記録
を整備しておかなけれぱならない。

2 介護医療院は、入所者に対する介護医療院サービスの提供に関する次
に掲げる記録を整備し、その完結の日から二年間保存しなけれぱならな
い。

施設サービス計画
第十二条第四項の規定による居宅において日常生活を営むことがで
きるかどうかについての検討の内容等の記録
第十三条第二項の規定による提供した具体的なサービスの内容等の

・己,

第十六条第五項の規定による身体的拘束等の態様及び時問、その際四

の入所者の心身の状況並ぴに緊急やむを得ない理由の記録
第二十五条の規定による市町村への通知に係る記録
、第三十八条第二項の規定による苦情の内容等の記録
七第四十条第三項の規定による事故の状況及ぴ事故に際して採った処
置についての記録

厚生労働省令

第2条及び前2章の規定にかかわらず、ユニット型介護医療院(施設の
全部において少数の療養室及び当該療養室に近接して設けられる共同生
活室(当該療養室の入居者が交流し、共同で日常生活を営むための場所
をいう。以下同じ。)により一体的に構成される場所(以下「ユニット」とい
う。)ごとに入居者の日常生活が営まれ、これに対する支援が行われる介
護医療院をいう。以下同じ。)の基本方針並ぴに施設、設備及ぴ運営に関
する基準については、この章に定めるところによる。

項目

第5章ユニツト型介護医療院の基本方針並びに施設、設備及び運営に関する基準

会計の区
分

第1節この章の趣旨及ぴ基本方針

この章の
趣旨

条

記録の整
備

41

項

43

42

介護医療院は、介護医療院サービスの事業の会計とその他の事業の会
計を区分しなけれぱならない。

第2条、第3章及び前章の規定にかかわらず、ユニット型介護医療院(施
設の全部において少数の療養室及び当該療養室に近接して設けられる共
同生活室(当該療養室の入居者が交流し、共同で日常生活を営むための
場所をいう。第四十五条及ぴ第四十九条において同じ。)により一体的に
構成される場所(以下「ユニット」という。)ごとに入居者の日常生活が営ま
れ、これに対する支撮が行われる介護医療院をいう。以下同じ。)の基本
方針並びに施設、設備及び運営に関する基準については、この章に定め
るところによる。

介護医療院は、従業者、施設及び構造設備並びに会計に関する諸記録
を整備しておかなけれぱならない。

2 介護医療院は、入所者に対する介護医療院サービスの提供に関する次
に掲げる記録を整備し、その完結の日から2年間保存しなけれぱならな
い。

a)施設サービス計画
②第12条第4項の規定による居宅において日常生活を営むことができ
るかどうかについての検討の内容等の記録
信)第13条第2項の規定による提供した具体的なサービスの内容等の
記録

④第16条第5項の規定による身体的拘束等の態様及び時間、その際
の入所者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録
⑤第25条の規定による市町村への通知に係る記録
⑥第38条第2項の規定による苦情の内容等の記録
⑦第40条第3項の規定による事故の状況及び事故に際して採った処
置についての記録

条例案

暴力団員
等の排除

3 前項の規定によるほか、介護医療院は、施設介護サービス費の支払を
受けた日から5年間、当該施設介護サービス費の受給に係る従業者の勤
務の体制に関する記録並びに同項第1号及ぴ第3号に掲げる記録を保存
しなけれぱならない。

43 介護医療院の開設者(その者が法人であるときは、その役員)及び管理
者は、長崎市暴力団排除条仰K平成24年長崎市条例第59号)第12条に
規定する暴力団員又は暴力団関係者(次項において「暴力団員等」とい
う。)であってはならない。

第5章ユニツト型介護医療院の基本方針並びに施設、設備及び運営に関する基準

第1節この章の趣旨及ぴ基本方針

2

この章の
趣旨

介護医療院は、長崎市暴力団排除条例第2条第1号に規定する暴力団
又は暴力団員等を利することのないようにしなけれぱならない。

44



項目

基本方針

条

44

項

ユニット型介護医療院は、長期にわたり療養が必要である入居者一人一
人の意思及ぴ人格を尊重し、施設サービス計画に基づき、入居前の居宅
における生活と入居後の生活が連続したものとなるよう配慮しながら、療
養上の管理、看護、医学的管理の下における介護及び機能訓練その他必
要な医療並ぴに日常生活上の世話を行うことにより、各ユニット1こおいてそ
の入居者が相互に社会的閲係を築き、自律的な日常生活を営むことを支
援しなけれぱならない。

第2節施設及び設備に関する基準

厚生労働
省令で定
める施設

2 ユニット型介護医療院は、地域や家庭との結び付きを重視した運営を行
い、市町村、居宅介護支援事業者、居宅サービス事業者、他の介護保険
施設その他の保健医療サービス又は福祉サービスを提供する者との密接
な連携に努めなけれぱならない。

厚生労働省令

45 ユニット型介護医療院は、次に掲げる施設を有しなけれぱならない。
ユニツト

ψ宰室
処置室
機能訓練室
浴室

サーピス・ステーション
調理室
洗濯室又は洗濯場
汚物処理室

2 前項各号に掲げる施設の基準は、次のとおりとする。
ニ_ニツト

療養室
m 一の療養室の定員は、一人とすること。ただし、入居者への介護医
療院サービスの提供上必要と認められる場合は、二人とすることができ
る。
②療養室は、いずれかのユニッNこ属するものとし、当該ユニットの共
同生活室に近接して一体的に設けること。ただし、ーのユニットの入居者の
定員は、おおむね十人以下としなけれぱならない。
B}ーの療養室の床面積等は、次のいずれかを満たすこと。
(i)十・六五平方メートル以上とすること。ただし、ただし書の場合にあっ

ては、二十一・三平方メートル以上とすること。
(1i)ユニットに属さない療養室を改修したものについては、入居者同士

の視線の遮断の確保を前提にした上で、療養室を隔てる壁について、天井
との問に一定の隙間が生じていても差し支えない。
(4)地階に設けてはならないこと。
{5}一以上の出入口は、避難上有効な空地、廊下又は広間に直接面し
て設けること。

項目

基本方針

条

45

項

ユニット型介護医療院は、長期にわたり療養が必要である入居者一人一
人の意思及び人格を尊重し、施設サービス計画に基づき、入居前の居宅
における生活と入居後の生活が蓮続したものとなるよう配慮しながら、療
養上の管理、看護、医学的管理の下における介護及び機能訓練その他必
要な医療並ぴに日常生活上の世話を行うことにより、各ユニット1こおいてそ
の入居者が相互に社会的関係を築き、自律的な日常生活を営むことを支
援しなけれぱならない。

第2節施設及び設備に関する基準

施設

2 ユニット型介護医療院は、地域や家庭との結び付きを重視した運営を行
い、本市、地域包括支援センター、居宅介護支援事業者、居宅サービス事
業者、他の介護保険施設その他の保健医療サービス又は福祉サービスを
提供する者との密接な連携に努めなけれぱならない。

条例案

46 ユニット型介護医療院は、法に定めるもののほか、次に掲げる施設を有
しなけれぱならない。
Π)ユニット
②浴室
侶)サービス・ステーション
④調理室
⑤洗濯室又は洗濯場
⑥汚物処理室

2 前項各号に掲げる施設の基準は、法に定めるもののほか、次のとおりと
する。
a)ユニット

一
一
三
一
四
五
六
七
八
九



項目 条 項

⑥入居者のプライバシーの確保に配慮した療養床を設けること。
(フ)ナース・コールを設けること。
口共同生活室
Π)共同生活室は、いずれかのユニット1こ属するものとし、当該ユニット
の入居者が交流し、共同で日常生活を営むための場所としてふさわしい形
状を有すること。
②一の共同生活室の床面積は、二平方メートルに当該共同生活室が
属するユニットの入居者の定員を乗じて得た面積以上を標準とすること。
③必要な設備及ぴ備品を備えること。
ハ洗面設備
Π)療養室ピと又は共同生活室ごとに適当数設けること。
②身体の不自由な者が使用するのに適したものとすること。
便所
療養室ごと又は共同生活室ごとに適当数設けること。
診察室
診察室は、次に掲げる施設を有すること。
m 医師が診察を行う施設
②臨床検査施設
(3)調剤を行う施設
イ栓)の規定にかかわらず、、検体検査の業務を委託する場合にあって

は、当該検体検査に係る設備を設けないことができる。
処置室
処置室は、次に掲げる施設を有すること。
a)入居者に対する処置が適切に行われる広さを有する施設
②診察の用に供するエックス線装置
イmに規定する施設にあっては、前号イΠ)に規定する施設と兼用す

ることができる。
機能訓練室
内法による測定で四十平方メートル以上の面積を有し、必要な器械及ぴ器
具を備えること。ただし、ユニット型併設型小規模介護医療院(ユニットごと
に入居者の日常生活が営まれ、これに対する支援が行われる医療機関併
設型介護医療院のうち、入居定員が十九人以下のものをいう。)にあって
は、機能訓練を行うために十分な広さを有し、必要な器械及び器具を備え
ること。

五浴室
イ身体の不自由な者が入浴するのに適したものとすること。
ロー般浴梧のほか、入浴に介助を必要とする者の入浴に適した特別浴
槽を設けること。

厚生労働省令

3 前項第2号に掲げる設備は、専ら当該ユニット型介護医療院の用に供す
るものでなけれぱならない。ただし、入居者に対する介護医療院サービス
の提供に支障がない場合は、この限りでない。

項目 条 項

ア共同生活室
(ア)共同生活室は、いずれかのユニット1こ属するものとし、当該ユニット
の入居者が交流し、共同で日常生活を営むための場所としてふさわしい形
状を有すること。
(イ)ーの共同生活室の床面積は、2平方メートルに当該共同生活室が
属するユニットの入居者の定員を乗じて得た面積以上を標準とすること。
(ウ)必要な設備及び備品を備えること。
洗面設備
(ア)療養室ごと又は共同生活室ごとに適当数設ける二と。
(イ)身体の不自由な者が使用するのに適したものとすること。
便所
(ア)療養室ごと又は共同生活室ごとに適当数設けること。
(イ)ブザー又はこれに代わる設備を設けるとともに、身体の不自由な者
が利用するのに適したものとすること。
②浴室
身体の不自由な者が入浴するのに適したものとすること。
一般浴槽のほか、入浴に介助を必要とする者の入浴に適した特.別浴

槽を設けること。

3 前項第四号及び第五号に掲げる設備は、専ら当該ユニツト型介護医療
院の用に供するものでなけれぱならない。ただし、入居者に対する介護医
療院サービスの提供に支障がない場合は、この限りでない。

条例案



項目 条 項

4 前三項に規定するもののほか、ユニット型介護医療院の設備構造の基
準は、次に定めるところによる。
ユニット型介護医療院の建物(入居者の療養生活のために使用しない
附属の建物を除く。以下この号及ぴ次項において同じ。)ほ、耐火建築物と
すること。ただし、次のいずれかの要件を満たす二階建て又は平屋建ての
ユニット型介護医療院の建物にあっては、準耐火建築物とすることができ
る。
イ療養室等を二階及び地階のいずれにも設けていないこと。
口療養室等を二階又は地階に設けている場合であって、次に掲げる要
件の全てを満たすこと。
a)当該ユニット型介護医療院の所在地を管轄する消防長又は消防署
長と相談の上、第玉十四条におし、て準用する第三十二条の計画に入居者
の円滑かつ迅速な避難を確保するために必要な事項を定めること。
②第五十四条において準用する第三+二条の規定による訓練につぃ
ては、同条の計画に従い、昼間及び夜間において行うこと。
侶)火災時における避難、消火等の協力を得ることができるよう、地域住
民等との連携体制を整備すること。
療養室等が二階以上の階にある場合は、屋内の直通階段及ぴエレ
ベーターをそれぞれ一以上設けること。
療養室等が三階以上の階にある場合は、避難に支障がないように避^

難階段を二以上設けること。ただし、前号の直通階段を建築基準法施行令
第百二十三条第一項の規定による避難階段としての構造とする場合は、
その直通階段の数を避難階段の数に算入することができる。
四診察の用に供する電気、光線、熱、蒸気又はガスに関する構造設備に
ついては、危害防止上必要な方法を講ずることとし、放射線に関する構造
設備については、医療法施行規則第三十条、第三十条の四、第三十条の
十三、第三十条の十四、第三十条の十六、第三十条の十七、第三十条の
十八(第一項第四号から第六号までを除く。)、第三十条の十九、第三十条
の二十第二項、第三十条の二十一、第三十条の二十二、第三十条の二十
三第一項、第三十条の二十五、第三十条の二十六第三項から第五項まで
及び第三十条の二十七の規定を準用する。この場合において、同令第三
十条の十八第一項中「いずれか及ぴ第四号から第六号までに掲げる措
置」とあるのは、「いずれか」と読み替えるものとする。
階段には、手すりを設けること。
六廊下の構造は、次のとおりとすること。
イ幅は、ー・ハメートル以上とする二と。ただし、中廊下の幅は、ニ・七
メートル以上とすること。なお、廊下の一部の幅を拡張することにより、入居
者、従業者等の円滑な往来に支障が生じないと認められる場合には、ー・
五メートル以上(中廊下にあっては、ー・ハメートル以上)として差し支えな
い。

口手すりを設けること。
、常夜灯を設けること。
入居者に対する介護医療院サービスの提供を適切に行うために必要

な設備を備えること。
八消火設備その他の非常災害に際Lて必要な設備を設けること。

厚生労働省令 項目 コk 項

4 前3項に規定するもののほか、ユニット型介護医療院の設備構造の基準
は、次に定めるところによる。
a}ユニット型介護医療院の建物(入居者の療養生活のために使用しな
い附属の建物を除く。以下この号及び次項において同じ。)ほ、耐火建築
物とすること。ただし、次のいずれかの要件を満たす2階建て又は平屋建
てのユニット型介護医療院の建物にあっては、準耐火建築物とすることが
できる。

ア療養室等を2階及び地階のいずれにも設けていないこと。
イ療養室等を2階又は地階に設けている場合であって、次に掲げる要
件の全てを満たすこと。
(ア)当該ユニツト型介護医療院の所在地を管轄する消防長又は消

防署長と相談の上、第55条において準用する第32条の計画に入居者の
円滑かつ迅速な避難を確保するために必要な事項を定めること。
(イ)第55条において準用する第32条の規定による誠練にっいて

は、同条の計画に従い、昼閻及ぴ夜間において行うこと。
(ウ)火災時における避難、消火等の協力を得ることができるよう、地

域住民等との連携体制を整備すること。
②療養室等が2階以上の階にある場合は、屋内の直通階段及びエレ
ベーターをそれぞれ1以上設けること。
③療養室等が3階以上の階にある場合は、避難に支障がないように避
望階段を2以上設けること。ただし、前号の直通階段を建築基準法施行令
第123条第1項の規定による避難階段としての構造とする場合は、その直
通階段の数を避難階段の数に算入することができる。
叫)診察の用に供する電気、光線、熱、蒸気又はガスに関する構造設備
については、危害防止上必要な方法を講ずることとし、放射線に関する構
造設備については、医療法施行規則第30条、第30条の4、第30条の1
3、第30条の14、第30条の16、第30条の17、第30条の18(第1項第
4号から第6号までを除く。)、第30条の19、第30条の20第2項、第30
条の21、第30条の22、第30条の23第・1項、第3σ条の25、第30条の2
6第3項から第5項まで及び第30条の27の規定を準用する。この場合に
おいて、同令第30条の18第1項中「いずれか及び第4号から第6号まで
に掲げる措置止あるのは「いずれか」と読み替えるものとする。
⑤階段には、手すりを設けること。
⑥廊下の構造は、次のとおりとすること。
ア幅は、18メートル以上とすること。ただし、中廊下の幅は、2.フメー
トル以上とすること。なお、廊下の一部の幅を拡張することにより、入居者、
従業者等の円滑な往来に支障が生じないと認められる場合には、15メー
トル以上(中廊下にあっては、1.8メートル以上)として差し支えない。
イ手すりを設けること。
ウ常夜灯を設けること。
⑦入居者に対する介護医療院サービスの提供を適切に行うために必
要な設備を備えること。
⑧消火設備その他の非常災害に際して必要な設備を設けること。

条例案



項目 条

』

項

5 前項第一号の規定にかかわらず、都道府県知事が、火災予防、消火活
動等に関し専門的知識を有する者の意見を聴いて、次の各号のいずれか
の要件を満たす木造かつ平屋建てのユニット型介護医療院の建物であっ
て、火災に係る入居者の安全性が確保されていると認めたときは、耐火建
築物又は準耐火建築物とすることを要しない。
スプリンクラー設備の設置、天井等の内装材等への難燃性の材料の
使用、調理室等火災が発生するおそれがある箇所における防火区画の設
置等により、初期消火及ぴ延焼の抑制に配慮した構造であること。
非常警報設備の設置等による火災の早期発見及び通報の体制が整
備されており、円滑な消火活動が可能なものであること。
避難口の増設、搬送を容易に行うために十分な幅員を有する避難路三
の確保等により、円滑な避難が可能な構造であり、かつ、避難訓練を頻繁
に実施すること、配置人員を増員すること等により、火災の際の円滑な避
難が可能なものであること

第3節運営に関する基準

利用料等
の受領

厚生労働省令

46 ユニット型介護医療院は、法定代理受領サービスに該当する介護医療院
サービスを提供した際には、入居老から利用料の一部として、施設サービ
ス費用基準額から当該ユニット型介護医療院に支払われる施設介護サー
ビス費の額を控除して得た額の支払を受けるものとする。

2 ユニット型介護医療院は、法定代理受領サービスに該当しない介護医療
院サービスを提供した際に入居者から支払を受ける利用料の額と、施設
サービス費用基準額との問に、不合理な差額が生じないようにしなけれぱ
ならない。

項目 条 項

5 前項第1号の規定にかかわらず、市長が、火災予防、消火活動等に関L
専門的知識を有する者の意見を聴いて、次の各号のいずれかの要件を満
たす木造かつ平屋建てのユニット型介護医療院の建物であって、火災に
係る入居者の安全性が確保されていると認めたときは、耐火建築物又は
準耐火建築物とすることを要しない。
Π)スプリンクラー設備の設置、天井等の内装材等への難燃性の材料の
使用、調理室等火災が発生するおそれがある箇所における防火区画の設
置等により、初期消火及び延焼の抑制に配慮した構造であること。
②非常警報設備の設置等による火災の早期発見及び通報の体制が整
備されており、円滑な消火活勳が可能なものであること。
③避難口の増設、搬送を容易に行うために十分な幅員を有する避難路
の確保等により、円滑な避難が可能な構造であり、かつ、避難訓練を頻繁
に実施すること、配置人員を増員すること等により、火災の際の円滑な避
難が可能なものであること。

第3節運営に関する基準

利用料等
の受領

条例案

47

ノ

ユニット型介護医療院は、法定代理受領サービスに該当する介護医療院
サービスを提供した際には、入居者から利用料の一部として、施設サービ
ス費用基準額から当該ユニット型介護医療院に支払われる施設介護サー
ビス費の額を控除して得た額の支払を受けるものとする。

2 ユニット型介護医療院は、法定代理受領サービスに該当しない介護医療
院サービスを提供した際に入居者から支払を受ける利用料の額と、施設
サービス費用基準額との間に、不合理な差額が生じないようにしなけれぱ
ならない。



項目 条 項

3 ユニット型介護医療院は、前二項の支払を受ける額のほか、次に掲げる
費用の額の支払を受けることができる。
食事の提供に要する費用(法第五十一条の三第一項の規定により特
定入所者介護サービス費が入居者に支給された場合は、同条第二項第一
号に規定する食費の基準費用額(同条第四項の規定により当該特定入所
者介護サービス費が入居者に代わり当該ユニット型介護医療院に支払わ
れた場合は、同条第二項第一号に規定する食費の負担限度額)を限度と
する。)

居住に要する費用6去第五十一条の三第一項の規定により特定入所
者介護サービス費が入居者に支給された場合は、同条第二項第二号に規
定する居住費の基準費用額(同条第四項の規定により当該特定入所者介
護サービス費が入居者に代わり当該ユニット型介護医療院に支払われた
場合は、同条第二項第二号に規定する居住費の負担限度額)を限度とす
る。
厚生労働大臣の定める基準に基づき入居者が選定する特別な療養室^

の提供を行ったことに伴い必要となる費用
四運生労働大臣の定める基準に基づき入居者が選定する特別な食事の
提供を行ったことに伴い必要となる費用
理美容代五

前各号に掲げるもののほか、介護医療院サービスにおいて提供される
^

便宜のうち、日常生活においても通常必要となるものに係る費用であって、
入居者に負担させることが適当と認められるもの

厚生労働省令

4 前項第一号から第四号までに掲げる費用については、別に厚生労働大
臣が定めるところによるものとする。

5

介護医療
院サービ
スの取扱
方針

項目

ユニツト型介護医療院は、第三項各号に掲げる費用の額に係るサービス
の提供に当たっては、あらかじめ、入居者又はその家族に対し、当該サー
ビスの内容及ぴ費用を記した文害を交付して説明を行い、入居者の同意
を得なけれぱならない。ただし、同項第一号から第四号までに掲げる費用
に係る同意については、文害によるものとする。

条

47

項

3

介護医療院サービスは、入居者が、その有する能力に応じて、自らの生活
様式及び生活習慣に沿って自律的な日常生活を営むことができるようにす
るため、施設サービス計画に基づき、入居者の日常生活上の活動につぃ
て必要な援助を行うことにより、入居者の日常生活を支援するものとして行
われなけれぱならない。

ユニット型介護医療院は、前2項の支払を受ける額のほか、次に掲げる
費用の額の支払を受けることができる。
a)食事の提供に要する費用(法第51条の3第1項の規定により特定入
所者介護サービス費が入居者に支給された場合は、同条第2項第1号に
規定する食費の基準費用額(同条第4項の規定により当該特定入所者介
護サービス費が入居者に代わり当該ユニット型介護医療院に支払われた
場合は、同条第2項第1号に規定する食費の負担限度額)を限度とする。)
②居住に要する費用(法第51条の3第1項の規定により特定入所者介
護サービス費が入居者に支給された場合は、同条第2項第2号に規定す
る居住費の基準費用額(同条第4項の規定により当該特定入所者介護
サービス費が入居者に代わり当該ユニット型介護医療院に支払われた場
合は、同条第2項第2号に規定する居住費の負担限度額)を限度とする。)
③厚生労働大臣の定める基準に基づき入居者が選定する特別な療養
室の提供を行ったことに伴い必要となる費用
④厚生労働大臣の定める基準に基づき入居者が選定する特別な食事
の提供を行ったことに伴い必要となる費用
⑤理美容代

⑥前各号に掲げるもののほか、介護医療院サービスにおいて提供され
る便宜のうち、日常生活においても通常必要となるものに係る費用であっ
て、入居者に負担させることが適当と認められるもの

2 介護医療院サービスは、各ユニットにおいて入居者がそれぞれの役割を
持って生活を営むことができるよう配慮して行われなけれぱならない。

条例案

4 前項第1号から第4号までに掲げる費用については、厚生労働大臣が定
めるところによるものとする。

5

介護医療
院サービ
スの取扱
方針

ユニツト型介護医療院は、第3項各号に掲げる費用の額に係るサービス
の提供に当たっては、あらかじめ、入居者又はその家族に対し、当該サー
ビスの内容及び費用を記した文書を交付して説明を行い、入居者の同意
を得なければならない。ただし、同項第1号から第4号までに掲げる費用に
係る同意については、文書によるものとする。

48 介護医療院サービスは、入居者が、その有する能力に応じて、自らの生
活様式及び生活習慣に沿って自律的な日常生活を営むことができるように
するため、施設サービス計画に基づき、入居者の日常生活上の活動につ
いて必要な援助を行うことにより、入居者の日常生活を支援するものとして
行われなけれぱならない。

2 介護医療院サービスは、各ユニットにおいて入居者がそれぞれの役割を
持って生活を営むことができるよう配慮して行われなけれぱならない。



項目 条 項

3 介護医療院サービスは、入居者の
なけれぱならない。

4 介護医療院サービスは、入居者の自立した生活を支援することを基本と
して、入居者の要介護状態の軽減又は悪化の防止に資するよう、その者
の心身の状況等を常に把握しながら、適瑚に行われなけれぱならない。

5 ユニット型介護医療院の従業者は、介護医療院サービスの提供に当たっ
て、入居者又はその家族に対し、サービスの提供方法等について、理解し
やすいように説明を行わなけれぱならない。

厚生労働省令

6 ユニツト型介護医療院は、_介護医療院サτービスの提供に当女っては、.当
該入居者又ば他の火居者響φ注命又ば島休を保護するた碩緊急やむを
得ない場合を除き0身体的拘東等を行ってはならない"1,"・、,"'

ライバシーの確保に配慮して行われ

フ, コ:〒ヅト型介護医療院は、,身体的拘東等を行う場合にはJその態様及び

時問、その際の入居者の心身の状況並びt子緊急やむを得ない理由き記録
しなけれぱならない" 1 '・ 1・!'、!"ー'ー'、・、Υ、弓、1、、'、1・'ーフξ、1fウf、'f"、+・÷

8
〒一ー. E r「゛ι、■, 1-'.、弔^^..1.ーーーー;.ー,、一冒直.

一身体的拘東等の適正化の是めφ対策を検討する委員会を三月.に÷、回
以上開催すると,ともにゞその結果にっいてミ介護窟員ぞの値φ従業者に周
知徹底を図ること。.、'、、1.'、11'・' 1・.'.'_'、'、・'1"""1テ0、'." t
ニ、身体的拘束等の、適正化のだめの指卦を整備,、る〒と,こ',1'七
三介護職員その他の従業者に対しゞ身体的拘束等の適正化のための研

、 1

修を定,期的に実施すること。

項目

↑

条

看護及び
医学的管
理の下に
おける介
護

項

1

,3 介護医療院サービスは、入居者の
なけれぱならない。

9

4948

ユニット型介護医療院は、自らその提供する介護医療院サービスの質の
評価を行い、常にその改善を図らなけれぱならない。

4 介護医療院サービスは、入居者の自立した生活を支援することを基本と
して、入居者の要介護状態の軽減又は悪化の防止に資するよう、その者
の心身の状況等を常に把握しながら、適切に行われなけれぱならない。

看護及び医学的管理の下における介護は、各ユニット1こおいて入居者が
相互に社会的関係を築き、自律的な日常生活を営むことを支援するよう、
入居者の心身の状況、病状、その置かれている環境等に応じ、適切な技
術をもって行われなけれぱならない。

5 ユニット型介護医療院の従業者は、介護医療院サービスの提供に当たっ
て、入居者又はその家族に対し、サービスの提供方法等について、理解し
やすいように説明を行わなけれぱならない。

ユニット型介護医療院は、自らその提供する介護医療院サービスの質の
評価を行い、常にその改善を図らなけれぱならない。

条例案

6 ユニット型介護医療院は、介護医療院サービスの提供に当たっては、当
該入居者又は他の入居者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを
得ない場合を除き、身体的拘束等を行ってはならない。

ライバシーの確保に配慮して行われ

7 ユニット型介護医療院は、身体的拘束等を行う場合には、その態様及び
時間、その際の入居者の心身の状況並ぴに緊急やむを得ない理由を記録
しなけれぱならない。

8

看護及ぴ医学的管理の下における介護は、各ユニットにおいて入居者が
相互に社会的関係を築き、自律的な日常生活を営むことを支援するよう、
入居者の心身の状況、病状、その置かれている環境等に応じ、適切な技
術をもって行われなけれぱならない。

前項の場合においては、市長に対し、速やかに同項に規定する記録に係
る内容を報告しなけれぱならない。

9 ユニット型介護医療院は、身体的拘束等の適正化を図るため、次に掲げ
る措置を講じなけれぱならない。
a)身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員会を3月に1回
以上開催するとともに、その結果について、介護職員その他の従業者に周
知徹底を図ること。
②身体的拘束等の適正化のための指針を整備すること。
③介護職員その他の従業者に対し、身体的拘束等の適正化のための
研修を定期的に実施すること。

看護及び
医学的管
理の下に

おける介

10



項艮 条 項

2 ユニット型介護医療院は、入居者の日常生活における家事を、入居者
が、その心身の状況、病状、その置かれている環境等に応じて、それぞれ
の役割を持って行うよう適切に支援しなけれぱならない。

3 ユニツト型介護医療院は、入居者が身体の清潔を雑持し、精神的に快適
な生活を営むことができるよう、適切な方法により、入居者に入浴の機会を
提供しなけれぱならない。ただし、やむを得ない場合には、清拭を行うこと
をもって入浴の機会の提供に代えることができる。

厚生労働省令

4 ユニット型介護医療院は、入居者の心身の状況、病状、その置かれてぃ
る環境等に応じて、適切な方法により、排せつの自立にっいて必要な支援
を行わなけれぱならない。

5 ユニツト型介護医療院は、おむつを使用せざるを得ない入居者について
は、排せつの自立を図りつつ、そのおむづを適切に取り替えなけれぱなら
ない。

6 ユニツト型介護医療院は、撫癒が発生しないよう適切な介護を行うととも
に、その発生を予防するための体制を整備しなけれぱならない。

7 ユニツト型介護医療院は、前各項に定める啄か、入居者が行う離床、着
替え、整容等の日常生活上の行為を適切に支援しなけれぱならない。

食事

項目

8 、ユニツト型介護医療院は、その入居者に対Lてし.入居者の負担により;当
誠ユニッ、型介護匡療院の従業冬以外φ渚長よる看護及U分護を受けさ
,tて二は^らlt貸し、・":'、._エ'、.' t 、、.'"゛、.、ニ.' 1Jt"'、;乙、'セイ'ー'、'ε・'、耳:」

49

条 項

ユニツト型介護医療院は、栄養並びに入居者の心身の状況及び惜好を
考慮した食事を提供しなしけれぱならない。

2

2

ユニツト型介護医療院は、入居者の日常生活における家事を、入居者
が、その心身の状況、病状、その置かれている環境等に応じて、それぞれ
の役割を持って行うよう適切に支援しなけれぱならない。

ユニツト型介護医療院は、入居者の心身の状況、症状、その置かれてい
る環境等に応じて、適切な方法により、食事の自立について必要な支援を
行わなけれぱならない。

3

3

ユニツト型介護医療院は、入居者の生活習慣を尊重した適切な時間に食
事を提供するとともに、入居者がその心身の状況に応じてできる限り自立
して食事を摂る区とができるよう必要な時問を確保しなけれぱならない。

ユニツト型介護医療院は、入居者が身体の清潔を雑持し、精神的に快適
な生活を営むことができるよう、適切な方法により、入居者に入浴の機会を
提供しなけれぱならない。ただし、やむを得ない場合には、清拭を行うこと
をもって入浴の機会の提供に代えることができる。

4

条例案

ユニツト型介護医療院は、入居者の心身の状況、病状、その置かれてい
る環境等に応じて、適切な方法により、排せうの自立にっいて必要な支援
を行わなければならない。

5 ユニツト型介護医療院は、おむつを使用せざるを得ない入居者につぃて
は、排せつの自立を図りつつ、そのおむつを適切に取り替えなけれぱなら
ない。

6 ユニツト型介護医療院は、撫癒(じょくそう)が発生しないよう適句な介護を
行うとともに、その発生を予防するための体制を整備しなけれぱならない。

____i

7 ユニツト型介護医療院は、前各項に定めるほか、入居者が行う離床、着
替え、整容等の日常生活上の行為を適切に支援しなけれぱならない。

食事

8 ユニツト型介護医療院は、その入居者に対して、入居者の負担により、当
該ユニツト型介護医療院の従業者以外の者による看護及ぴ介護を受けさ
せてはならない。

50 ユニツト型介護医療院は、栄養並びに入居者の心身の状況及ぴ噌(し)好
を考慮した食事を提供しなけれぱならない。

2 ユニット型介護医療院は、入居者の心身の状況、症状、その置かれてい
る環境等に応じて、適切な方法により、食事の自立について必要な支援を
行わなけれぱならない。

3 ユニツト型介護医療院は、入居者の生活習慣を尊重した適切な時問に食
事を提供するとともに、入居者がその心身の状況に応じてできる限り自立
して食事を摂ることができるよう必要な時問を確保しなけれぱならない。

"



項目 条 項

その他の

サービス
の提供

4 ユニット型介護医療院は、入居者が相互に社会的関係を築くことができ
るよう、その意思を尊重しつつ、入居者が共同生活室で食事を摂ることを
支援しなけれぱならない。

50 ユニット型介護医療院は、入居者の啼好に応じた趣味、教養又は娯楽に
係る活勳の機会を提供するとともに、入居者が自律的に行うこれらの活動,
を支援しなけれぱならない。

運営規程

2

厚生労働省令

ユニット型介護医療院は、常に入居者の家族との連携を図るとともに、入
居者とその家族との交流等の機会を確保するよう努めなけれぱならない。

51 ユニット型介護医療院は、次に掲げる施設の運営についての重要事項に
関する規程を定めておかなけれぱならない。
施設の目的及び運営の方針
従業者の職種、員数及び職務の内容
入居定員(1型療養床に係る入居定員の数、Ⅱ型療養床に係る入居^

定員の数及びその合計数をいう。)
ユニットの数及びユニットピとの入居定員四

入居者に対する介護医療院サービスの内容及び利用料その他の費用五

の額
六施設の利用に当たっての留意事項
非常災害対策
八その他施設の運営に関する重要事項

前項の従業者の勤務の体制を定めるに当たっては、入居者が安心して
日常生活を送ることができるよう、継続性を重視したサービスの提供に配
慮する観点から、次に定める職員配置を行わなけれぱならない。
Π}昼間については、ユニットごとに常時1人以上の介護職員又は看護
職員を配置すること。
②夜間及び深夜については、2ユニットごとに1人以上の介護職員又は
看護職員を夜間及び深夜の勤務に従事する職員として配置すること。
侍}ユニットごとに、常勤のユニッドノーダーを配遣すること。

勤務体制
の確保等

勤務体制
の確保等

52

項目

ユニット型介護医療院は、入居者に対し、適切な介護医療院サービスを
提供することができるよう、従業者の勤務の体制を定めておかなけれぱな
らない

条

2

項

その他の
サービス
の提供

前項の従業者の勤務の体制を定めるに当たっては、入居者が安心して

日常生活を送ることができるよう、継続性を重視したサービスの提供に配
慮する観点から、次に定める職貪配置を行わなげれぱならない'、'
昼問についでは、ユニツトごとに常時「人以上の介護職員、又は看護職
員を配置すること。
ニ_夜問及び深夜についてはイニニユ妥ツトごとに一人以上の介護職員又は
看護職員を夜問及び深夜の勤務に従事する職員としで配電する二と
三ユニットごとに、常勤φユニットリーダ÷を配置する三と"、、、'ー、

4 ユニット型介護医療院は、入居者が相互に社会的関係を築くことができ
るよう、その意思を尊重しつつ、入居者が共同生活室で食事を摂ることを
支援しなけれぱならない。

53

51 ユニット型介護医療院は、入居者の謄好に応じた趣味、教養又は娯楽に
係る活動の機会を提供するとともに、入居者が自律的に行うこれらの活動
を支援しなけれぱならない。

運営規程

2

ユニット型介護医療院は、入居者に対し、適切な介護医療院サービスを
提供することができるよう、従業者の勤務の体制を定めておかなけれぱな
らない。

ユニット型介護医療院は、常に入居者の家族との連携を図るとともに、入
居者とその家族との交流等の機会を確保するよう努めなけれぱならない。

条例案

5?

2

ユニット型介護医療院は、次に掲げる施設の運営についての重要事項に
関する規程を定めておかなけれぱならない。
m 施設の目的及ぴ運営の方針
②従業者の職種、員数及び職務の内容
③入居定員(1型療養床に係る入居定員の数、Ⅱ型療養床に係る入居
定員の数及ぴその合計数をいう。)
④ユニットの数及びユニットごとの入居定員
⑤入居者に対する介護医療院サービスの内容及ぴ利用料その他の費
用の額
⑥施設の利用に当たっての留意事項
⑦非常災害対策
⑧その他施設の運営に関する重要事項



項目 才に 項

1ニツト型介護医療院は、当該ユニツF型介護辱癒院の従業者によって
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定員の遵
守

4

旦'

53

準用

ユニツト型介護医療院は、従業者に対し、その資質の向上のために、そ
の研修の機会を確保しなけれぱならない。

ユニット型介護医療院は、ユニットごとの入居定員及び療養室の定員を
超えて入居させてはならない。ただし、災害、虐待その他のやむを得ない
事情がある場合は、この限りでない。

厚生労働省令

゛.,

54 第七条から第十三条まで、第十玉条、第十七条から第二十条まで、第二
十三条、第二十五条から第二十八条まで及び第三十二条から第四十二条
までの規定は、ユニット型介護医療院について準用する。この場合におい
て、第七条第一項中「第二十九条に規定する運営規程」とあるのは「第五
十一条に規定する重要事項に関する規程」と、第二十七条第二項中「この
章」とあるのは「第五章第三節」と、第四十二条第二項第四号中「第十六条
第五項」とあるのは「第四十七条第七項」と読み替えるものとする。

附則

」ー"

施行期日

経過措置

項目

2

条

この省令は、平成三十年四月一日から施行する。

医療法(昭和二十三年法律第二百玉号)第七条第二項第四号に規定す
る療養病床等を有する病院又は病床を有する診療所の開設者が、当該病
院の療養病床等又は当該診療所の病床を平成三十六年三月三十一日ま
での闊に転換(当該病院の療養病床等又は当該診療所の病床の病床数
を減少させるとともに、当該病院等の施設を介護医療院、軽費老人ホーム
(老人福祉法(昭和三十八年法律第百三十三号)第二十条の六に規定す
る軽費老人ホームをいう。)その他の要介護者、要支援者その他の者を入
所又は入居させるための施設の用に供することをいう。以下同じ。)を行っ
て介護医療院(ユニット型介護医療院を除く。)を開設する場合における当
該転換に係る療養室にっいては、第五条第二項第一号口の規定にかかわ
らず、新築、増築又は全面的な改築の工事が終了するまでの問は、入所
者一人当たりの床面積は、六・四平方メートル以上とする。

項

3 ユニツト型介護医療院は、当該ユニット型介護医療院の従業者によって
介護医療院サーピスを提供しなけれぱならない。ただし、入居者に対する
介護医療院サービスの提供に直接影響を及ぼさない業務につぃては、こ
の限りでない。

定員の遵
守

4

54

ユニツト型介護医療院は、従業者に対し、その資質の向上のために、そ
の研修の機会を確保しなけれぱならない。

準用

ユニツト型介護医療院は、ユニットごとの入居定員及び療養室の定員を
超えて入居させてはならない。ただし、災害、虐待その他のやむを得ない
事情がある場合は、この限りでない。

55

条例案

第7条から第13条まで、第15条、第17条から第20条まで、第23条、第
25条から第28条まで及び第32条から第43条までの規定は、ユニット型
介護医療院について準用する。この場合において、第7条第1項中「第29
条に規定する運営規程」とあるのは「第52条に規定する重要事項に関す
る規程」と、第27条第2項中「この章」とあるのは「第5章第3節」と、第42
条第2項第4号中r第16条第5項」とあるのは「第48条第7項」と読み替え
るものとする。

第6章雑則

委任

附則

施行期日

経過措置

56 この条例の施行について必要な事項は、市長が定める。

この条例は、平成30年4月1日から施行する。

一
一

3
"
・



項目 条

3

項

療養病床等を有する病院又は病床を有する診療所の開設者が、当該病
院の療養病床等又は当該診療所の病床を平成三十六年三月三十一日ま
での間に転換を行って介護医療院を開設する場合における当該介護医療
院の建物については、第六条第一項第一号及び第四十五条第四項第一
号の規定は、適用しない。

厚生労働省令

4 療養病床等を有する病院又は病床を有する診療所の開設者が、当該病
院の療養病床等又は当該診療所の病床を平成三十六年三月三十一日ま
での間に転換を行って介護医療院を開設する場合における当該介護医療
院の屋内の直通階段及ぴエレベーターについての第六条第一項及び第四
十五条第四項第二号の規定の適用については、第六条第一項第二号及
ぴ第四十五条第四項第二号中「屋内の直通階段及びエレベーターをそれ
ぞれ一以上設けること」とあるのは、「屋内の直通階段を二以上設けるこ
と。ただし、エレベーターが設置されているもの又は二階以上の各階にお
ける療養室の床面積の合計がそれぞれ五十平方メートル(主要構造部が
耐火構造であるか、又は不燃材料(建築基準法第二条第九号に規定する
不燃材料をいう。)で造られている建築物にあっては、百平方メートル)以
下のものについては、屋内の直通階段をーとすることができる」とする。

5

項目

療養病床等を有する病院又は病床を有する診療所の開設者が、当該病
院の療養病床等又は当該診療所の病床を平成三十六年三月三十一日ま
での閻に転換を行って介護医療院を開設する場合における当該介護医療
院の療養室に隣接する廊下については、第六条第一項第六号イ及び第四
十五条第四項第六号イの規定にかかわらず、幅は、ー・ニメートル以上と
する。ただし、中廊下の幅は、ー・六メートル以上とする。

条 項

2 療養病床(医療法(昭和23年法律第205号)第7条第2項第4号に規定
する療養病床をいう。以下同じ。)等を有する病院又は病床を有する診療
所の関設者が、当該病院の療養病床等又は当該診療所の病床を平成36
年3月31日までの問に転換(当該病院の療養病床等又は当該診療所の
病床の病床数を減少させるとともに、当該病院等の施設を介護医療院、軽
費老人ホーム(老人福祉法(昭和38年法律第133号)第20条の6に須定
する軽費老人ホームをいう。)その他の要介護者、要支援者その他の者を
入所又は入居させるための施設の用に供することをいう。以下同じ。)を
行って介護医療院を開設する場合における当該介護医療院の建物にっい
ては、第6条第1項第1号及び第46条第4項第1号の規定は、適用しな
い。

条例案

3 療養病床等を有する病院又は病床を有する診療所の開設者が、当該病
院の療養病床等又は当該診療所の病床を平成36年3月31日までの間に

転換を行って介護医療院を開設する場合における当該介電医療院の屋内
の直通階段及ぴエレベーターについての第6条第リ頁第2号及び第46条
第4項第2号の規定の適用については、第6条第1項第2号及び第46条
第4項第2号中「屋内の直通階段及ぴエレベーターをそれぞれ1以上設け
ること」とあるのは「屋内の直通階段を2以上設けること。ただし、エレベー
ターが設置されているもの又は2階以上の各階における療養室の床面積
の合計がそれぞれ50平方メートル(主要構造部が耐火構造であるか、又
は不燃材料(建築基準法第2条第9号に規定する不燃材料をいう。)で造ら
れている建築物にあっては、100平方メートル)以下のものにつぃては、屋
内の直通階段を1とすることができる」とする。

.

4

゛

療養病床等を有する病院又は病床を有する診療所の開設者が、当該病
院の療養病床等又は当該診療所の病床を平成36年3月31日までの間に
転換を行って介護医療院を開設する場合における当該介護医療院の療養
室に隣接する廊下にっいては、第6条第1項第6号ア及び第46条第4項
第6号アの規定にかかわらず、幅は、1.2メートル以上とする。ただし、中廊
下の幅は、1.6メートル以上とする。



項目 条

6

項

平成十八年七月一日から平成三十年三月三十一日までの間に、療養病
床等を有する病院又は病床を有する診療所の開設者が、当該病院の療養
病床等又は当該診療所の病床の転換を行って介護老人保健施設(以下
「介護療養型老人保健施設」という。)を開設した場合であって、平成三十
六年三月三十一日までの間に当該介護療養型老人保僅施設の全部又は
一都を廃止するとともに、介護医療院を開設した場合において、当該介護
医療院の建物(基本的な設備が完成しているものを含み、この省令の施行
の後に増築され、又は全面的に改築された都分を除く。)についての第五
条第二項及ぴ第四十玉条第二項の適用については、第玉条第二項第二
号イ中「という。)」とあるのは「という。)。ただし、近隣の場所にある医療機
関との連携により入所者に対する介護医療院サービスの提供に支障がな
い場合にあっては、置かないことができる。」と、「調剤を行う施設」とあるの
は「調剤を行う施設。だだし、近隣の場所にある薬局と連携する区とにより
入所者に対する介護医療院サービスの提供に支障がない場合にあって
は、置かないことができるる」と、同項第三号中「という。)」とあるのは「とい
う。)。ただし、近隣の場所にある医療機関との連携により入所者に対する
介護医療院サービスの提供に支障がない場合にあっては、置かないこと
ができる。」と、第四十五条第二項第二号イ中「臨床検査施設」とあるのは
「臨床検査施設。ただし、近隣の場所にある医療機関との連携により入居
者に対する介護医療院サービスの提供に支障がない場合にあっては、置
かないことができる。」と、「調剤を行う施設」とあるのは「調剤を行う施設。
ただし、近隣の場所にある薬局と連携することにより入居者に対する介護
医療院サービスの提供に支障がない場合にあっては、置かないことができ
る。」と、同項第三号中「エックス線装置」とあるのは「エックス線装置。'ただ
し、近隣の場所にある医療機関との連携により入居者に対する介護医療
院サービスの提供に支障がない場合にあっては、置かないことができる。」
とする。

厚生労働省令

7

項目

介護療養型老人保健施設を開設した場合であって、平成三十六年三月
三十一日までの間に当該介護療養型老人保健施設の全部又は一部を廃
止するとともに、介護医療院(ユニット型介護医療院を除く。)を開設した場
合における当該介護医療院に係る療養室については、第五条第二項第一
号口の規定にかかわらず、新築、増築又は全面的な改築の工事が終了す
るまでの間は、入所者一人当たりの床面積は、六・四平方メートル以上と
する。

条 項

8 介護療養型老人保健施設を開設した場合であって、平成三十六年三月
三十一日までの間に当該介護療養型老人保健施設の全部又は一部を廃
止するとともに、介護医療院を開設した場合における当該介護医療院の建
物については、第六条第一項第一号及ぴ第四十五条第四項第一号の規
定は、適用しない。

条例案

5 平成18年7月1日から平成30年3月31日までの間に、療養病床等を有
する病院又は病床を有する診療所の開設者が、当該病院の療養病床等
又は当該診療所の病床の転換を行って開設した介護老人保健施設(以下
「介護療養型老人保健施設」という。)であって、平成36年3月31日までの
間に当該介護療養型老人保健施設の全部又は一部を廃止するとともに、
介護医療院を開設した場合における当該介護医療院の建物についてはイ
第6条第1項第1号及び第46条第4項第1号の規定は、適用しない。

.
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項目 条

9

項

介護療養型老人保健施設を開設した場合であって、平成三十六年三貝
三十一日までの問に当骸介護療養型老人保健施設の全部又は一部を廃
止するとともに、介護医療院を開設した場合における当該介護医療院の屋
内の直通階段及びエレベーターについての第六条第一項及び第四十五条
第四項第二号の規定の適用については、第六条第一項第二号及ぴ第四
十五条第四項第二号中「屋内の直通階段及びエレベーターをそれぞれー
以上設ける二と」とあるのは、「屋内の直通階段を二以上設けること。ただ
し、エレベーターが設置されているもの又は二階以上の各階における療養
室の床面積の合計がそれぞれ五十平方メートル(主要構造部が耐火構造
であるか、又は不燃材料(建築基準法第二条第九号に規定する不燃材料
をいう。)で造られている建築物にあっては、百平方メートル)以下のものに
ついては、屋内の直通階段をーとすることができる」とする。

10

厚生労働省令

介護療養型老人保健施設を開設した場合であって、平成三十六年三月
三十一日までの間に当該介護療養型老人保健施設の全部又は一部を廃
止するとともに、介護医療院を開設した場合における当該介護医療院の療
養室に隣接する廊下については、第六条第一項第六号イ及び第四十五条
第四項第六号イの規定にかかわらず、幅は、ー・ニメートル以上とする。た
だし、中廊下の幅は、ー・六メートル以上とする。

項目 条 項

6 介護療養型老人保健施設であって、平咸36年3月31日までの間に当該
介護療養型老人保健施設の全部又は一部を廃止するとともに、介護医療
院を開設した場合における当該介護医療院の屋内の直通階段及びエレ
ベーターについての第6条第1項第2号及ぴ第46条第4項第2号の規定
の適用については、第6条第1項第2号及ぴ第46条第4項第2号中「屋内
の直通階段及ぴエレベーターをそれぞれ1以上設けること」とあるのは「屋
内の直通階段を2以上設けること。ただし、エレベーターが設置されている
もの又は2階以上の各階における療養室の床面積の合計がそれぞれ50
平方メートル(主要構造部が耐火構造であるか、又は不燃材料(建築基準
法第2条第9号に規定する不燃材料をいう。)で造られている建築物にあっ
ては、100平方メートル)以下のものについては、屋内の直通階段を1とす
ることができる」とする。

7

条例案

介護療養型老人保健施設であって、平成36年3月31日までの間に当該
介護療養型老人保健施設の全部又は一部を廃止するとともに、介護医療
院を開設した場合における当該介護医療院の療養室に隣接する廊下につ
いては、第6条第1項第6号ア及び第46条第4項第6号アの規定にかかわ
らず、幅は、1.2メートル以上とする。ただし、中廊下の幅ほ、16メートル以
上とする。

、

号



(5)根拠法

介護保険法(平成9年法律第123号)

(介護医療院の基準)【抜粋】

第百十一条介護医療院は、厚生労働省令で定めるところにより療養室、診察室、処置

室及ぴ機能訓練室を有するほか、都道府県の条例で定める施設を有しなけれぱならな

い。

2 介護医療院は、厚生労働省令で定める員数の医師及び看護師のほか、都道府県の

条例で定める員数の介護支援専門員及び介護その他の業務に従事する従業者を有し

なけれぱならない。

3 前2項に規定するもののほか、介護医療院の設備及び運営に関する基準は、都道府

県の条例で定める。

4 都道府県が前3項の条例を定めるに当たっては、次に掲げる事項については厚生労

働省令で定める基準に従い定めるものとし、その他の事項については厚生労働省令で

定める基準を参酌するものとする。

、介護支援専門員及び介護その他の業務に従事する従業者並びにそれらの員数

介護医療院の運営に関する事項であって、入所する要介護者のサービスの適切な

利用、適切な処遇及び安全の確保並びに秘密の保持に密接に関連するものとして厚

生労働省令で定めるもの

(大都市等の特例)

第二百三条の二この法律中都道府県が処理することとされている事務で政令で定める

ものは、指定都市及ぴ中核市においては、政令の定めるところにより、指定都市又は中

核市(以下「指定都市等」という。)が処理するものとする。この場合においては、この法

律中都道府県に関する規定は、指定都市等に関する規定として、指定都市等に適用が

あるものとする。

介護保険法施行令(平成10年政令第412号)

(大都市等の特例)

第五十一条の三【抜粋1
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2 地方自治法第二百五十二条の二十二第一項の中核市(以下「中核市」という。)におい

て、法第二百三条の二の規定により、中核市が処理する事務については、地方自治法

施行令第百七十四条の四十九の十一の二に定めるところによる。

地方自治法(昭和22年法律第67号)

(中核市の権能)【抜粋】

第二百五十二条の二十二政令で指定する人口二十万以上の市(以下「中核市」という。)

は、第二百五十二条の十九第一項の規定により指定都市が処理することができる事務

のうち、都道府県がその区域にわたり一体的に処理することが中核市が処理することに

比して効率的な事務その他の中核市において処理することが適当でない事務以外の事

務で政令で定めるものを、政令で定めるところにより、処理することができる

地方自治法施行令(昭和22年政令第16号)

(介護保険に関する事務)【抜粋】

第百七十四条の四十九の十一の二地方自治法第二百五十二条の二十二第一項の規定

により、中核市が処理する介護保険に関する事務は、介護保険法第四章第三節及び第

四節並びに第五章第二節及ぴ第四節から第六節までの規定により、都道府県が処理す

ることとされている事務(同法第七十五条の二第一項、第八十二条の二第一項、第八十

九条の二第一項、第九十九条の二第一項及び第百十五条の六第一項の規定による都

道府県知事による連絡調整又は援助に関する事務を除く。)とする。この場合において

は、次項及び第三項において特別の定めがあるものを除き、同法第四章第三節及ぴ第

四節並びに第五章第二節及び第四節から第六節までの規定中都道府県に関する規定

(前段括弧内に掲げる事務に係る規定を除く。)は、中核市に関する規定として中核市に

適用があるものとする。
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